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長崎県の大腿骨近位部骨折の実態調査

長崎県版検証票（救急活動記録票）を用いた大腿骨近位部骨折の大規模データ解析

香月 皐

はじめに 

大腿骨近位部骨折は，骨粗鬆症を基盤とした

脆弱性骨折の中で患者数が多く，寝たきりの主

要な原因の 1 つである．超高齢社会の本邦では

大きな社会問題となっており，有効な予防対策

のための実態把握が喫緊の課題となっている．

Orimo ら 1)による最新の全国調査によると，本邦

の大腿骨近位部骨折の発生数は 1987 年から

2012 年にかけて約 3.3 倍に増加傾向を示し，毎

年住民 10 万人当たり 120∼150 例の発生率で，

特に女性に多いと報告されている．

しかし，先行研究の疫学調査の多くは病院施

設単位での集計データであり，限定した地域に

おける発生率の精度は十分とは言えない．また，

対象数が 100 例以上の研究は少なく，危険因子

に関してもカルテ記録や患者への聞き取り調査

によるものがほとんどである．また，国内の地域

別発生数は男女とも西高東低の傾向があるとさ

れているが 1)，サンプリングの地域数が少なく，九

州圏内での疫学的データは存在しない．

長崎県では 1988年に長崎実地救急医療連絡

会が発足し，全国で初めて救急活動記録票制度

が導入された．他の都道府県と異なり，医療機関

の医師が診断名とコードを記入し，1 週間後に確

定診断と予後を医療機関に報告する．毎年県全

体で 90％以上の高い回収率を維持しており，各

消防署管内で発生した疾病の実態に即した精

度の高い解析が可能である．特に，診断コード

表の骨折欄に大腿骨頚部骨折が単独で明記さ

れており，信頼性も高い．

そこで本研究では，長崎県版検証票（救急活

動記録票）による大規模データを解析することで，

長崎県の大腿骨近位部骨折の実態把握を目的

とした．なお，本研究は長崎大学病院臨床研究

倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：

16031085）． 

対象と方法 

2005 年度から 2014 年度に出動した救急搬送

総数 522,912 件の内，検証票を回収できた

486,852 件（回収率；93.1%）から，大腿骨近位部

骨折（大腿骨頚部骨折，大腿骨転子部骨折）と

診断された症例 18,991 件を抽出し，更に記載不

十分であった 1,143 件を除く 17,848 件を対象とし

た．

検討項目 

 年間の発生数・発生率とその推移，男女別，受

傷時年齢，骨折型（頚部骨折・転子部骨折），地

要旨 

【目的】長崎県版検証票（救急活動記録票）による大規模データを用いて，長崎県の大腿骨近位部

骨折発生の実態を把握すること．【対象と方法】2005年度から 2014年度に搬送された大腿骨近位部

骨折 17,848 件を対象として，発生数・発生率の推移と男女別，年齢，骨折型，月別，地域別での解

析を行い，受傷場所，曜日，覚知時刻を分析した．【結果】長崎県内の発生数・発生率は徐々に増

加傾向を示した．男女差は 1：1，年齢は 70 歳以上で急増していた．骨折型では頚部内側骨折の発

生数が多く，地域別では地方で転子部骨折の発症の割合が高かった．月別では，夏（7 月）に少な

く，冬（12月）に多かった．受傷場所は，屋内が 8 割以上を占め，特に居室での受傷が 77％と最も多
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域（都市部・地方），左右別，季節（月別）での解

析，および受傷現場（屋内・屋外）とその詳細に

ついて分析した．更に，発生した曜日，覚知時刻，

1 週間後の転帰に関する集計も行った． 
 
結果 

 
1) 発生数・発生率 
 年間の大腿骨近位部骨折発生数とその推移を

図 1 に示す．2005 年度から 2014 年度にかけて

徐々に増加傾向を示しており，2014 年度には

2005 年度より 835 件多く発生していた．また，長

崎県の男女別の人口数と住民 10 万人当たりの

発生率の推移をみると，男女とも人口数が減少し

ているため，大腿骨近位部骨折の発生率は相対

的に高くなっている（図 2）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2) 男女別 
 男女別に発生率を分けてみると，女性が約

78%と圧倒的多数を占めていた（図 3）．年度別

の推移をみても，毎年約 3∼4倍近く女性に多く発

生しており，女性の増加率が際立っていた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3) 受傷時年齢 
 65 歳以上の症例を対象に，受傷時平均年齢を

男女別，骨折型別で分類した（表 1）．全体の平

均年齢は 84.2歳であり，女性は男性よりも 2歳以

上高かった．また，骨折型では男女とも転子部骨

折の方が頚部骨折よりも若干高いという結果であ

った．更に，地域別に分けて平均年齢を算出し

たが，地域間で受傷時年齢に大きな差は認めら

れなかった（表 1,2）． 
 全体 頸部骨折 転子部骨折 

全体 84.2 83.5 85.0 
男性 82.2 82.0 82.5 
女性 84.6 83.9 85.5 
 

 
 
 
 

 全体 
（男/女） 

頸部骨折 
（男/女） 

転子部骨折 
（男/女） 

都市部 84.0 
(82.0/84.4) 

83.4 
(81.9/83.8) 

84.9 
(82.1/85.6) 

地方 84.4 
(82.5/84.8) 

83.7 
(82.1/84.1） 

85.1 
(83.0/85.5） 図 2 人口と 10 万人当たりの発生率の推移 

図 3 男女別の割合 

図 1 年間の発生数の推移 

 

 

 

表 1 男女別の平均年齢 

表 2 地域別の平均年齢 
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4) 骨折型 
 骨折型別にみると，頚部骨折は年々微増であ

るのに比べ，転子部骨折の増加率が高い傾向を

認めた（図 4）．また，これを地域別に分けた場合，

都市部では頚部骨折が多く発生しているのに対

して地方では転子部骨折の割合が多かった．各

骨折型の発生頻度を世代別に分けた場合，頚

部骨折，転子部骨折ともに 70 歳以上，特に 80
歳代，90 歳代で多く発生していた（図 5）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5) 左右別 
 患側の左右差については，ちょうど１：１の割合

であり，年度別に分けても同様の傾向を示した． 
 
 
 
 
 
 

6) 季節（月）別 
 傷害発生日から月別平均発生数を図 6 に表す．

7 月が最少，12 月が最多であり，全体としては夏

に少なく，冬に多くなる傾向がみられた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7) 受傷現場（表 3,4） 
 施設別の受傷現場は，住宅（約 52%）が最も多

く，次いで病院施設（約 23%），高齢者施設（約

11%）の順となっていた．ほとんどが屋内での受

傷であり，全体の約 86%に及んでいた．また，住

宅内の受傷現場を詳細にみると，約 77%が居間

や寝室などの居室であり，次いで廊下が約 15%
であった．一方，階段やトイレ，浴室はそれぞれ

1%前後と意外に低い結果であった． 
 
受傷施設 (N=4207) 割合(%) 
住宅 52.0  
医院 8.7  
病院 13.8  
老人ホーム （特別養護） 2.6  
老人ホーム （その他） 4.3  
老人保健施設 1.9  
グループホーム 2.7  
その他の場所 14.1  
 
 
 
 
 
 
 

図 6 月別の発生数 
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図 4 骨折型別の発生数 

図 5 世代別・骨折型の発生数 

表 3 受傷現場（施設別） 

－3ー



受傷場所 (N=832) 割合(%) 
居室（居間，応接室，寝室など） 76.6  
廊下（玄関などの通路を含む） 14.7  
階段（踊り場を含む） 1.1  
便所 1.1  
浴室（シャワー室，洗面所を含む） 0.7  
台所（食堂を含む） 2.2  
屋根（屋上，物干し台，ベランダ，バ

ルコニー等を含む） 
0.2  

庭（テラス等を含む） 2.5  
その他（物置，地下室，車庫等） 1.0  
 
 
8) 曜日別（図 7） 
 曜日別の平均発生率をみると，平日の中でも

特に月曜日が最も多く，週末（土曜日，日曜日）

は比較的少ない傾向が見られた． 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
9) 覚知時刻（受傷時間帯）（図 8） 
 消防署への覚知時刻を集計すると，23～5 時

台の夜間には少なく，7～11 時の明け方から午

前中に多いことが判明した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10) 1 週間後の転帰（表 5） 
 1 週間後の状況を分析すると，入院中がほとん

ど（91%）であり，退院（5%），外来のみ（3%），入

院死亡（1%）を大きく上回った．1 週間経過時点

で手術されていたのは約 71%であり，手術してい

ない症例が 22%であった．  
1 週間後の転帰 (N=3817) 割合(%) 
入院中 91.4  
退院 4.8  
外来のみ 3.2  
入院死亡 0.5  
外来死亡 0.1  
 
 
考察 

 
1) 発生数・発生率 
 Orimo ら 1) による全国調査結果と比較すると，

男女ともに人口 10万人当たりの発生数は全国的

な数値よりも低い結果であった．しかし，発生数

は増加傾向にあり，高齢者数の増加による人口

構造の変化が影響していると考えられる． 
 
2) 男女別 
 男性よりも女性で多く発生していることは多くの

先行研究の結果と一致している 1, 2)．Orimo ら 1)

による全国調査では，女性の増加が著明であり，

2012 年には女性が男性より約 3.7 倍多いとして

いる．また，Hagino ら 2)の 35 歳以上の患者を対

象とした研究でも，女性は男性の 3.6 倍としてい

る．この理由として，高齢人口に占める女性の割

合が多いこと，男性よりも女性の方が加齢に伴う

骨密度の低下が顕著であることなどが考えられ

る． 
 
3) 受傷平均年齢 
 Horii ら 3)の京都府での調査における平均年齢

は 83.8 歳（頚部骨折：82.4 歳，転子部骨折：85.0
歳）としている 3)．今回の長崎県の受傷平均年齢

は比較的高い傾向を示していた．そこで，男女

別で分けて平均年齢を比較すると，男性の平均

年齢は先行研究とほぼ同じであったが，女性の

年齢が高値を示した．2014 年時点での京都府の

表 5 1 週間後の転帰 

図 7 曜日別の平均発生数 

図 8 覚知時刻 

表 4 受傷現場（屋内） 
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高齢化率は 26.9%であるのに対し，長崎県は

28.9%と京都府よりも高く 4)，80～90 歳代女性の

受傷数の割合が多くなっているためではないか

と推察された．都市部と地方の地域別での平均

年齢を比べた場合，全体および男女別ともほぼ

同等であった．竹村ら 5)は奈良県の調査で高齢

化率が高い地域ほど発生率は多いが，受傷年

齢の差は見られなかったと報告している．長崎県

は他の都道府県と異なり，都市部としている長崎

市や佐世保市に斜面地が多く，その多くが徒歩

でしか登れないことや十分に整備されていない

斜面地も少なくないことなどから，環境における

転倒要因が地方と変わらないためこのような結果

に繋がったかもしれない． 
 
4) 骨折型 
 頚部内側骨折（頚部骨折）と比べ転子部骨折

は骨量減少と関連が深く，高齢となり骨粗鬆症が

進行した症例では転子部骨折を発症することが

多い 2)．また，Horii らの先行研究によると，都市

部で頚部骨折，地方で転子部骨折の割合が多

いとしている 3)．本研究においても転子部骨折は

年齢の高い女性に多く，都市部よりも地方で多

発していた．その要因として，地方は高齢化率が

高く，農業や漁業などの 1 次産業従事者が多い

こと，医療アクセスが整っておらず，適切な骨粗

鬆症の治療を受けられにくいことが考えられる 3, 

5)． 
 
5) 左右別 
 Hagino ら 6)は，日本人は右利きの人が多く，転

倒時に左手で防御しにくいため，大腿骨近位部

骨折は左側に多いとしている．しかし，本研究で

は左右差は見られず，Horii ら 3)の調査結果を支

持する結果となった． 
 
6) 季節（月）別 
 先行研究で唯一月別の患者数を集計した

Hagino ら 2)は，夏に少なく，冬に多いことを報告

している．その原因として，寒い時期の重たい服

を挙げている．本研究でも同様の傾向が認めら

れた．冬は気温が低いため，早朝は身体が硬直

しやすく，移動も速くなりがちになる．更に，厚手

の衣服を来て足元に分厚い寝具や暖房器具の

コードがある場所を移動することも要因として考

えられる． 
 
7) 受傷現場 
 施設別に見ると，病院や高齢者施設内の屋内

が多く，先行研究の結果 6, 7)と同様の結果であっ

た．本研究では，更に詳細な受傷場所を分析し

た．その結果，約 77%が居室内での受傷であっ

た．季節別の結果と考え合わせると，転倒に対す

る注意が低下しがちな居室内のカーペットや絨

毯，暖房器具のコードなどの配線，布団などの厚

手の寝具などに足を引っかけることが多いので

はないかと推察された．大腿骨近位部骨折の受

傷状況を調査した先行研究では，トイレ往来や

玄関での受傷が多かった 8)．本研究でも廊下は2
番目に多かったことから，自宅居室内で布団や

絨毯など足元に注意すること，ポータブルトイレ

周囲の手すり設置などに加え，廊下の滑りやす

い床や敷居などの段差などの転倒要因を改善

することが重要と考えられる．  
 
8) 曜日別の平均発生率 
 受傷曜日に関する先行研究は認められない．

今回，大腿骨近位部骨折は平日の特に月曜日

に多く，週末にかけて少ない傾向が認められた．

本研究では在宅での受傷者が多かったことを合

わせて推察すると，休日には家族や身内が家に

いることが多く，高齢者を看視あるいは援助する

ことができる週末には受傷しにくいことが示唆さ

れた． 
 
9) 覚知時刻（受傷時間帯） 
 受傷時間帯を記した文献は渉猟した範囲では

認められない．本研究の結果，明け方から午前

中に多く発生していることが判明した．これは移

動能力が低下した高齢者が朝起床して起き上が

り，身体を動かし始める時間帯が最も危険である

ことを示唆している．Hagino らは，転倒の要因の

1 つとして低血圧を挙げており 9)，起床後の動作

や午前中の活動時には注意が必要である． 
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10)  1 週間後の転帰 
 受傷 1 週間後の転帰に関する過去の報告はな

い．本研究の結果より，1 週間後に入院中が

91％で，手術した症例が約 71％，手術していな

い症例が 22％であった．この手術していない症

例には，全身状態の回復や病院の事情で手術

が未実施の症例，或いは年齢や合併症などで手

術が不可能な症例が含まれていると思われる．

近年，人工骨頭置換術や骨接合術などの手術

法の進歩，麻酔技術の進歩，早期手術‐早期

離床を目指す治療が浸透しており，1 週間以内

に手術が適応される割合は増えると予想される． 
 
まとめ 

 
 長崎県版検証票の大規模データを用いて長崎

県の大腿骨近位部骨折の実態を調査した．その

結果以下のような結果が見られた． 
・発生数，発生率は増加傾向であり，女性が約

78%を占めた． 
・骨折型では頚部内側骨折が多く，都市部では

頚部骨折，地方では転子部骨折の割合が高か

った． 
・季節においては夏（7 月）に最も少なく，冬（12
月）に最も多かった． 
・受傷場所は屋内の居室が多く，特に月曜日の

午前中の受傷の危険性が高い． 
・1 週間以内に約 71%の症例が手術を受けてお

り，早期手術例が増加していた． 
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低強度の有酸素運動が乳がんモデルラットに及ぼす影響 

－筋萎縮，貧血，腫瘍形成に着目して－ 

 
近藤史悠・二里明音 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
はじめに 

 
がん患者には，腫瘍に由来する炎症や貧血，

筋力低下などの様々な身体症状が見られる．加

えて，手術療法や化学療法などの治療によって

生じる副作用，合併症により，活動量の低下すな

わち廃用症候群をまねく．その結果，がん患者

の日常生活活動（Activity of daily life：ADL）や
生活の質（Quality of life：QOL），生命予後が低

下するリスクは高くなる 1）．そのため，がん患者に

対しては積極的にリハビリテーションを行うことが

推奨されており，具体例には有酸素運動とレジス

タンストレーニングを主体とした運動療法が行わ

れている 2）． 
運動療法の効果の 1 つとして挙げられるのは

筋力の維持，向上である．がん患者の筋力低下

は頻繁に見られ，その主な原因はがん悪液質や

廃用性筋萎縮の影響といわれている 3）．これに

対しての運動療法の効果は，多くの研究で確認

されている 4-6）．また，運動療法は貧血にも効果

的であるといわれている．がん性貧血は，活動量

の低下や倦怠感を引き起こし，活動量を低下さ

せる原因となる 1）．Mohamady ら 7）は，がん患者

に対する中強度の有酸素運動が，赤血球とヘモ

グロビンを増加させ，貧血を改善すると報告して

いる．そして近年，運動療法は，筋萎縮や貧血と

いった身体症状の改善だけでなく，がん自体の

予防，進行抑制，治療としての効果を及ぼすこと

が着目されている．例えば，Richman ら 8）は，前

立腺がん患者のうち週 3 時間以上のウォーキン

グをしている患者は，運動習慣がない患者よりが

んが進行するリスクが 57%低いと報告している．

また，基礎研究においては，乳がんモデルラット

に対する中強度の運動が腫瘍の転移を抑制し，

がん細胞のアポトーシスを促進するとの報告があ

る 9-10）．このように，がん患者に対する運動療法

は様々な効果が期待でき，がん治療において重

要な位置づけとなっている． 

要旨 
本研究では，低強度の有酸素運動が乳がんモデルラットの筋萎縮，貧血，腫瘍形成に及ぼす影

響について検討した．実験動物には 5週齢の Sprague Dawley系雌系ラットを 60匹用い，これらを 1）
対象群（n=10），2）非運動群（n=17），3）低強度群（n=17），4）中強度群（n=16）の 4 群に振り分けた．

非運動群，低強度群，中強度群の 3 群には N-ニトロソ N メチル尿素を投与して乳がんを惹起させ，

その後，低強度群と中強度群にはトレッドミルによる有酸素運動を 4週間行った．実験期間中は腫瘍

の計測と採血を継続して行い，実験終了後にヒラメ筋と長趾伸筋を摘出した．結果，骨格筋の相対

重量比はヒラメ筋と長趾伸筋のいずれも対照群と比較して低強度群が有意差を認めなかった．赤血

球とヘモグロビンは非運動群と比較して低強度群と中強度群が有意に高値を示し，その 2 群間で有

意差を認めなかった．腫瘍の個数と総重量は非運動群と比較して低強度群と中強度群で低値を示

し，2 群間で有意差を認めなかった．以上のことから，乳がんモデルラットに対する低強度の有酸素

運動は筋萎縮の進行抑制，貧血抑制，腫瘍形成の抑制に効果がある可能性が示唆された． 
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しかしながら，がん患者に対する運動療法に

関する先行研究の多くは，中強度以上の運動を

対象としている．また，臨床では中強度以上の運

動が推奨されている 1）が，がん患者は治療の副

作用などの問題を抱えており，中強度以上の運

動の実施は困難な場合がある．多くのがん患者

に実施可能と思われる低強度の運動の効果に

ついての統一した見解は得られていない． 
そこで，本研究では，低強度の有酸素運動が

乳がんモデルラットの腫瘍と，それに伴う症状に

及ぼす影響について多面的に検証することを目

的とした． 
 
材料と方法 

 
1．実験動物 

実験動物には 5 週齢の Sprague Dawley 系雌

性ラット 60 匹を用い，これらを無作為に 1）通常

飼育する対照群（n=10），2）乳がんを惹起させた

後，通常飼育する非運動群（n=17），3）乳がんを

惹起させた後，低強度の有酸素運動を負荷する

低強度群（n=17），4）乳がんを惹起させた後，中

強度の有酸素運動を負荷する中強度群（n=16）
の 4 群に振り分けた．なお，今回の実験は長崎

大学が定める動物実験指針に準じ（許可番号：

180424150），長崎大学先導生命科学研究支援

センター動物実験施設で実施した． 
 
2．乳がんモデルラットの作成方法 
乳がんモデルラットの作成については，Persｅ

ら 11）の方法を参考にし，非運動群，低強度群，

中強度群のラットに N-ニトロソ N メチル尿素（以

下，MNU，50mg/kg）を 5，14 週齢に 2 回腹腔内

投与した．対照群に関しては，疑似処置として上

記同様の方法で生理食塩水を腹腔内投与し，全

てのラットには餌と水を自由に与えた． 
 
3．実験プロトコル 
実験プロトコルを図 1 に示す．実験期間は 16

週齢から 20 週齢の計 4 週間とした．5，14，16，
18，20 週齢時に体重を測定し，16，18，20 週齢

時に腫瘍の計測と採血を行い，実験終了後に骨

格筋を摘出した． 
 
4．運動方法 
小動物用トレッドミル（シナノ製作所製，

Model-SN460）を用いて有酸素運動を実施した

（図 2）．歩行速度を，低強度群は 10m/分，中強

度群は 20m/分とした．運動時間を，低強度群は

30 分，中強度群は 15 分とした．なお，介入頻度

図 2 トレッドミルによる運動の様子 

図 1 実験プロトコル 
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は週５回とし，16 週齢から 20 週齢の計 4 週間実

施した 12）． 
 
5．腫瘍の計測方法 
視診および触診にて 16，18，20 週齢時に 1 匹

あたりの腫瘍数を計測した．また，デジタルノギス

を用いて腫瘍の長径を皮膚の上から測定し（図

3），先行研究を参考にした下記の式で腫瘍重量

の推定値を算出した 13）． 
 

腫瘍重量(g) =
長径

3
（cm）

2  

 
6．解析方法 
1）血液学的解析 
採血は 16，18，20週齢時に，抗凝固剤添加に

て尾静脈から行った．そして，チュルク液を添加

して赤血球のみを破壊した後，ビルケルチュルク

式血球計算盤と顕微鏡を用いて白血球をカウン

トした．また，20 週齢時における全血中の赤血球

とヘモグロビンを，自動血球計数装置 thinka 
CB-1010（アークレイ株式会社製）を用いて計測

した．加えて，20 週齢時の血液を遠心分離

（1500ppm，15 分）して血漿とし，血漿中の乳酸

をラクテート分析装置ラクテート・プロ 2 LT-1730
（アークレイ株式会社製）を用いて計測した． 
 
2）骨格筋の相対重量比 
実験終了後，三種混合麻酔（8.0mg/kg）による

麻酔下で，赤筋・遅筋のヒラメ筋と混合筋・速筋

の長趾伸筋を摘出した．その後，精密電子秤を

用いて筋湿重量を計測し，相対重量比を算出し

た． 
 

７．統計解析 
今回の実験では，実験開始時の 16 週齢時の

時点で腫瘍が既に2個以上形成されている，もし

くは腫瘍の長径が 2cm以上であるラットを重症例

として除外した．重症例には，非運動群 4 匹，低

強度群 4 匹，中強度群 3 匹が該当した．また，実

験期間中に非運動群 2 匹，低強度群 2 匹，中強

度群 1 匹が病変により死亡した．つまり，今回の

解析対象としたのは，対照群 10 匹，非運動群 11
匹，低強度群 11 匹，中強度群 12 匹である． 

全てのデータは平均±標準誤差で表した．統

計学的解析には，IBM SPSS（Ver 23.0）を用い，

全ての比較において一元配置分散分析（以下，

ANOVA）を適用した．ANOVA にて有意差を認

めた場合，事後検定として Fisher の PLSD 法を

適用した．なお，有意水準は 5%未満とした． 
 
結果 

 
１．体重の比較 
体重は，14 週齢以降，対照群と比較して低強

度群，中強度群の 3 群は低値を示した．16 週齢

においては，対照群と比較して低強度群と中強

度群が有意に低値を示した．18 週齢以降は，対

照群と比較して非運動群，低強度群，中強度群

の 3 群とも有意に低値を示したが，3 群間で有意

差を認めなかった（図 4）． 

 
2．乳酸の比較 

20 週齢時における血漿中の乳酸は，対照群と 

図 3 腫瘍を発生したラット 
矢印：乳部に発生した腫瘍． 

図 4 体重の比較 
平均±標準誤差，*：対照群との比較（p<0.05） 
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図 6 相対重量比の比較 
A：ヒラメ筋，B：長趾伸筋，平均±標準誤差，*：対照群との比較（p<0.05），†：非運動群との比

較（p<0.05）‡：低強度群との比較（p<0.05） 

比較して中強度群は有意に高値を示したが，非

運動群と低強度群は有意差を認めなかった（図

5）． 
 

 
3．骨格筋の相対重量比の比較 
ヒラメ筋の相対重量比は，対照群と比較して非

運動群と中強度群で有意に低値を示したが，低

強度群は有意差を認めなかった．また，低強度

群と比較して，非運動群と中強度群は有意差に

低値を示した（図 6-A）． 
一方，長趾伸筋の相対重量比は，対照群と比

較して非運動群で有意に低値を示し，低強度群

と中強度群は有意差を認めなかった．また，低強

度群と中強度群の 2 群間の有意差を認めなかっ

た（図 6-B）． 

 
4．赤血球およびヘモグロビンの比較 
赤血球（図 7‐A），ヘモグロビン（図 7‐B）は，

いずれも対照群と比較して非運動群は有意に低

値を示したが，低強度群と中強度群は有意差を

認めなかった．低強度群と中強度群の 2 群間の

有意差は認めなかった． 
 
5．白血球の比較 
白血球は，18 週齢までは対照群，非運動群，

低強度群，中強度群の 4 群間で有意差を認めな

かった．20 週齢になると，対照群と比較して非運

動群と中強度群で有意に高値を示したが，非運

動群と中強度群の 2 群間に有意差を認めなかっ

た．これに対して，対照群と比較して低強度群は

有意差を認めなかった（図 8）． 
 
6．腫瘍数と腫瘍総重量の比較 
腫瘍数は 16 週齢以降に徐々に増加し，20 週

齢において，非運動群は 73%，低強度群は 64%，

中強度群は 75%の発生率を認めた．腫瘍数は，

18週齢までは非運動群，低強度群，中強度群の

3 群間に有意差を認めなかった．20 週齢時の時

点では，非運動群と比較して低強度群で有意に

低値を示した（図 9‐A）． 
同様に，腫瘍総重量も 16 週齢以降に徐々に

増加した．16 週齢までは非運動群，低強度群，

中強度群の 3 群間に有意差を認めなかった．18
週齢においては非運動群と比較して低強度群で

図 5 乳酸の比較 
平均±標準誤差，*：対照群との比較（p<0.05） 
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有意に低値を示した．また，20 週齢では，非運

動群と比較して低強度群と中強度群が有意に低

値を示したが，その 2 群間に有意差を認めなか

った（図 9‐B）． 
 
考察 

 
本研究では，乳がんモデルラットを用い，低強

度の有酸素運動が筋萎縮と貧血，腫瘍の形成に

及ぼす影響について検討した．今回は腫瘍に及

ぼす影響を検討するために，腫瘍の観察に適し

た乳がんモデルラットを用いた． 
相対重量比の結果，対照群と比較して非運動

群のヒラメ筋および長趾伸筋は有意に低値を示

しており，筋萎縮が起きていたと考えられる． 
筋萎縮が起きた要因として，がん悪液質と廃

用性筋萎縮の影響が挙げられる．がん悪液質と

は，腫瘍から分泌される炎症性サイトカインによ

る，進行性の筋タンパクの異化亢進，筋肉量の

減少を特徴とした代謝異常の状態を指す 3）．今

回用いた乳がんモデルラットの非運動群は，体

重が減少し，白血球数が増加したことから炎症が

起きていることは明らかである．つまり，がん悪液

質による筋萎縮が生じたと推測される．また，運

動による筋萎縮の進行抑制効果については，ヒ

ラメ筋では低強度群，長趾伸筋では低強度群と

中強度群において対照群と有意差を認めなかっ

た．がん患者を対象とした研究でも，低強度の運

図 7 赤血球およびヘモグロビンの比較 
A：赤血球，B：ヘモグロビン，平均±標準誤差，*：対照群との比較（p<0.05），†：非運動群との比較

（p<0.05） 
 

図 8 白血球数の比較 
平均±標準誤差，*：対照群との比較（p<0.05） 
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動は高頻度に行えば，筋力と筋厚の維持が得ら

れると報告されている 14）．したがって，低強度の

運動でも筋萎縮の進行抑制効果は得られると推

測できる．筋萎縮の進行抑制効果は，一般的に

は，強度が高いほど，筋萎縮の進行抑制効果が

高いといわれている 15）．今回設定した中強度群

で乳酸値が高値を示したことから，十分な運動負

荷が加わっていたといえる 16）．しかし，予想に反

して，中強度群のヒラメ筋は筋萎縮の進行抑制

効果が得られなかった．先行研究では，がん悪

液質モデルに対して高強度のレジスタンストレー

ニングを行うと，筋萎縮の進行抑制効果が得られ

ないとの報告があり 17），がん悪液質が進行した

状態では強度が高い運動の効果は得られにくい

可能性が指摘されている．したがって，がん悪液

質の影響下で運動を実施する際は，強度の検討

が必要であると思われる． 
次に，貧血の指標である赤血球とヘモグロビ

ンは，対照群と比較して非運動群が有意に低値

を示した．これは，非運動群が貧血状態にあるこ

とを示している．がんによる貧血の原因は多種多

様で，造血機能低下，鉄代謝異常，腫瘍からの

出血などが原因といわれている 18）．これに対して，

低強度群と中強度群では，赤血球，ヘモグロビ

ンともに対照群との有意差がないことから，運動

によって貧血が抑制されたといえる．先行研究に

よると，低強度から中強度の有酸素運動は，血

漿量と赤血球数を増加させ，貧血を改善させると

されており 19），今回の実験でも同じ傾向が得られ

たといえる．貧血の改善には，運動によって分泌

される成長ホルモンが，造血機能を促進すること

も関連しているといわれている 20）．これらの作用

により，今回運動によって貧血が抑制されたと考

えられる． 
運動による腫瘍形成の抑制効果については，

多くの報告があるが，詳しいメカニズムについて

は不明である．現在いくつかの仮説が存在し，

Malicka ら 10）の報告によれば，乳がんモデルラッ

トに対する中強度から高強度の有酸素運動が，

ナチュラルキラー細胞による腫瘍細胞のアポトー

シスを促進するとされている．また，Shalamzari ら
21）は，乳がんモデルマウスに対する有酸素運動

が，炎症性サイトカインを減少させ，腫瘍内血管

新生を抑制し，腫瘍体積の増加を抑制すると報

告している．乳がんにおいては，運動によるエス

トロゲンなどの性ホルモンの減少が影響している

といわれている 22）．今回の結果をみると，腫瘍数

と腫瘍総重量は，非運動群と比較して低強度群

と中強度群で低値を示した．また，白血球数が，

対照群と比較して非運動群と中強度群で有意に

高値を示したが，低強度群では有意差を認めな

かったことから，低強度群で炎症が抑制された可

能性がある．つまり，今回の実験では，運動によ

る腫瘍形成の抑制効果が認められた．運動の強

度に関しては，腫瘍形成の進行抑制効果が，中

強度以上の運動で得られると多くの先行研究で

報告されている 10，21，22）．しかし，今回の結果より，

低強度の運動でも中強度の運動と同等の効果

図 9 腫瘍数および腫瘍総重量の比較 
A：腫瘍数，B：腫瘍総重量，平均±標準誤差，†：非運動群との比較（p<0.05） 
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があることが示唆される． 
以上のことから，乳がんモデルラットに対する

低強度の有酸素運動は，筋萎縮の進行抑制，

貧血の抑制，腫瘍形成の抑制効果が得られる可

能性があり，中強度以上の運動が実施困難なが

ん患者に対して低強度の運動を提供することは

有効であると考えられる．ただ，今回の研究では，

骨格筋や腫瘍の組織学的解析が不十分であっ

たためさらなる検討が必要であり，今後の課題と

する． 
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低強度の筋収縮運動による変形性膝関節症の 

疼痛軽減効果のメカニズムの検討 

—ラット変形性膝関節症モデルを用いた実験的研究— 

 
近藤祐太朗・坂本有希倫 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
はじめに 
 
変形性膝関節症（knee Osteoarthritis，以下，

膝 OA）は，筋骨格系慢性疼痛の原因となる代表

的な運動器疾患の一つであり，痛みの主要な病

態の一つに滑膜炎がある．実際，人工膝関節全

置換術が適応となる膝 OA 患者の滑膜を組織学

的に半定量解析した先行研究 1)では，痛みを有

する膝 OA 患者群の滑膜炎は，痛みが無い患者

群のそれと比べて顕著に増悪していることが示さ

れている．また，磁気共鳴画像装置（Magnetic 
Resonance Imaging；MRI）を用いて滑膜炎の重

症度と痛みの関連性を検討した Baker ら 2)の報

告によると，痛みを有する患者では痛みのない

患者と比べて滑膜炎の発生頻度が高く，加えて，

痛みが重度である患者ほど，重度の滑膜炎の発

生頻度が高くなるという．つまり，膝 OA の痛みに

は滑膜炎の重症度が密接に関連しているといえ

る． 
また，最近の先行研究では，膝 OA の滑膜炎

におけるマクロファージの動態変化が痛みと関

連している可能性が指摘されている．マクロファ

ージには，炎症組織に集積し，インターロイキン

（ Interleukin，以下， IL） -1 や腫瘍壊死因子

（Tumor necrosis factor，以下，TNF）-α といった

炎症性サイトカインを産生して炎症を促進させる

M1 マクロファージと IL-10 などの抗炎症性サイト

カインを産生して組織修復に関与し，炎症を沈

静化させる M2 マクロファージといった 2 種類の

マクロファージが存在することが知られている 3)．

そして，膝 OA 患者の滑膜における M2 マクロフ

ァージの遺伝子発現量を検索した先行研究 4)で

は，発痛増強物質であるプロスタグランジンE2の
含有量が少ない膝 OA 患者の滑膜では，その含

有量が多い滑膜と比べて M2 マクロファージの遺

伝子発現量が有意に高値を示すことが報告され

ている．このような知見から，滑膜炎に由来する

痛みと M2 マクロファージの動態には何らかの関

連性があると推測されている． 
一方，理学療法の臨床では，膝 OA に対する

運動療法として膝伸展運動や下肢伸展位挙上

運動といった低強度の筋収縮運動が広く実施さ

要旨 
低強度の筋収縮運動による変形性膝関節症の疼痛軽減効果については，多くの無作為化比較試

験により明らかにされているものの，その生物学的メカニズムについてはこれまで明らかにされてい

ない．そこで，本研究では，変形性膝関節症の痛みの主要な病態の一つである滑膜炎，なかでもマ

クロファージの動態変化に着目し，電気刺激誘発性の低強度の筋収縮運動がラット変形性膝関節

症モデルの痛みにおよぼす影響とその生物学的メカニズムについて検討した．その結果，低強度の

筋収縮運動を負荷すると患部の圧痛閾値ならびに足底の二次性痛覚過敏の改善が認められ，ま

た，滑膜においては抗炎症性サイトカインを産生する M2 マクロファージが有意に増加していた．以

上の結果から，低強度の筋収縮運動による変形性膝関節症の疼痛軽減効果のメカニズムには，滑

膜における M2 マクロファージの増加が関与している可能性が推察される． 
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れている．このような運動による膝 OA の疼痛軽

減効果は多くの無作為化比較試験 5-10)によって

明らかにされているが，その疼痛軽減効果の生

物学的メカニズムについては，これまで明らかに

されていないのが現状である． 
このような低強度の筋収縮運動による疼痛軽

減効果について，ラット急性膝関節炎モデルを

用いて検討した寺中ら 11, 12)の報告によると，膝関

節炎発症直後から電気刺激誘発性の大腿四頭

筋の低強度筋収縮運動を負荷すると，患部の痛

みと遠隔部における二次性痛覚過敏が早期に

改善し，このメカニズムには，滑膜炎の早期寛解

が関与するとされている．つまり，低強度の筋収

縮運動を負荷すると滑膜炎に対して抗炎症作用

がもたらされると考えられ，膝 OA に適用した場

合でも滑膜炎が寛解することで痛みを軽減でき

るのではないかと仮説できる．そこで，本研究で

は，ラット膝 OAモデルに対する低強度の筋収縮

運動が痛みにおよぼす影響とその生物学的メカ

ニズムについて，マクロファージの動態に着目し

て検討した． 
 
材料と方法 
 
1．実験動物 

実験には 7 週齢の Wistar 系雄性ラット 27 匹を

1）8%モノヨード酢酸（Mono-iodoacetic acid, 以
下, MIA）溶液を右膝関節腔内に 2mgを投与し，

膝 OAを惹起させた後，5 週間通常飼育する OA
群（n=8），2）同様の方法にて右膝関節に OA を

惹起させた後，低強度の筋収縮運動を負荷する

Ex 群（n=10），3）MIA 投与後の疑似処置として

右膝関節腔内に生理食塩水を投与した後，5 週

間通常飼育する Sham 群（n=9）に振り分けた．な

お，本研究は長崎大学動物実験委員会で承認

を受けた後，同委員会が定める動物実験指針に

準じ， 長崎大学先導生命科学研究支援センタ

ー・動物実験施設において実施した．（承認番

号： 1808091472）  
  
2．膝 OA モデルの作製方法 

OA 群，Ex 群の各ラットに対しては，3 種混合

麻酔薬 （塩酸メデトミジン 0.375mg/kg，ミタゾラム

2mg/kg，酒石酸ブトルファノール 2.5mg/kg）を腹

腔内へ投与して麻酔した後，30 ゲージの注射針

（NIPRO 社）を膝蓋靭帯の直上に刺入し MIA 
2mg を右膝関節腔内に投与した．なお，Sham 群

の各ラットに対しては，同様の手順で生理食塩水

を右膝関節腔内に投与した． 
 

3．低強度の筋収縮運動の実施方法 
本研究において採用した膝 OA モデルは，先

行研究 13)に準じており，MIA投与 14 日後にはヒ

ト OA の進行期に類似する組織学的所見が認め

られることが報告されている．また，前述した無作

為化比較試験 5-10)における膝 OA 患者の

Kellgren-Laurence（KL）分類は Grade Ⅱまたは

Ⅲレベルであることが多い．そこで，Ex 群に対す

る低強度の筋収縮運動は，MIA 投与 14 日後か

ら実施することとした．具体的には，前述の 3 種

混合麻酔薬を腹腔内へ投与して麻酔した後，低

周波治療器トリオ 300（伊藤超短波社）を用いて，

刺激周波数 50Hz，パルス幅 250µsec，刺激強度

30mA の条件で，大腿四頭筋を 2 秒間収縮，4
秒間弛緩させることで，膝関節伸展運動を誘発

した．そして，この運動を週 5 回（20 分/日）の頻

度で 3 週間継続して負荷した．なお，実験終了

後は筋収縮運動による筋線維肥大効果を確認

するため，大腿直筋の凍結横断切片に対してヘ

マトキシリン&エオジン（以下，H&E）染色を施し，

各群の筋線維横断面積を比較した．その結果，3
群間に有意差を認めず，今回の筋収縮運動で

は筋線維肥大効果はないことを確認した（図 1）． 

図 １ 大腿直筋の筋線維横断面積 
データは，平均値±標準偏差を示す． 
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4．行動学的評価 
実験期間中は，以下の方法にて注射側である

右側膝関節の腫脹と圧痛閾値を測定した．また，

右側足底への機械刺激に対する痛覚閾値を測

定し，遠隔部における痛みの発生状況を評価し

た．なお，これらの測定は，MIA および生理食塩

水の投与前日と，投与した後は 4 日目，7 日目，

その後は 7 日毎に 35 日目まで行った． 
 

1）膝関節の腫脹の評価 
膝関節の腫脹は，麻酔下で右側膝関節の内

側・外側裂隙間の横径をノギスで測定することで

評価した． 
 
2）膝関節の圧痛閾値の評価 

圧痛閾値は，ランダルセリット式鎮痛効果測定

装置（Ugo Basile 製）を用いて評価した．覚醒下

にて，右側膝関節の外側裂隙に一定の速度で

圧刺激を加え，後肢の逃避反応が出現する際の

荷重量（g）を測定することで評価した．データは

1 匹につき 5 回測定し，最大値と最小値を除外し

た 3 回分の値の平均値を採用した． 
 
3）足底の機械刺激に対する痛覚閾値の評価 
足底の機械刺激に対する痛覚閾値の評価に

は，15g の Von Frey Filament（以下，VFF：North 
Coast Medical 社製）を用いて，覚醒下で右側足

底を 10 回刺激し，その際の刺激側後肢の逃避

反応の出現回数を測定することで評価した． 
 
5．試料作成 
実験期間終了後，麻酔下のラットの左心室より

生理食塩水を灌流して脱血を行い，その後，4%
パラホルムアルデヒド／リン酸緩衝液（pH 7.4）を
灌流し，組織固定を行った．灌流固定後は右側

膝関節を摘出し， 4%パラホルムアルデヒドにて

24 時間後固定を行い，Morse 液を用いた脱灰処

理の後に，通法のパラフィン包埋を行った．   
  
6．組織学的検索 
各群 5 個体について，両側の半月板が確認で

きる位置で 5 ㎛厚の矢状断薄切切片を作製し，

サフラニン O 染色に供した．そして，光学顕微鏡

下にて観察し，国際変形性関節症学会が推奨

す る Cartilage degeneration score お よ び 

Calcified cartilage and subchondral bone damage 
score14)に基づいて，関節軟骨および軟骨下骨の

変性を評価した． 
 

7．免疫組織化学的検索 
各群 5個体については，マクロファージに対す

る免疫組織化学染色を実施した．具体的には，

M1およびM2マクロファージを合わせた総マクロ

ファージに対する免疫組織化学染色では一次抗

体に抗 CD68 抗体を用いた．また，M2 マクロファ

ージに対する免疫組織化学染色では抗 CD206
抗体を用いた．次に，画像解析については，前

方および後方関節包を 400 倍の拡大像で顕微

鏡用デジタルカメラにて撮影し，パーソナルコン

ピュータに取り込んだ．そして，滑膜内膜を含む

100μm の範囲を検索対象として，各抗体に対す

る陽性細胞数と面積を計測し，1mm2 あたりの陽

性細胞数を算出して，各群で比較・検討した． 
 
8．統計処理 
膝関節の腫脹と圧痛閾値，足底の痛覚閾値

の比較には，二元配置分散分析を適用した．ま

た，組織学的検索による関節軟骨および軟骨下

骨の変性の比較には，Kruskal-Wallis 検定を適

用した．そして，免疫組織化学的検索による単位

面積あたりのマクロファージ数の比較には，一元

配置分散分析を適用した．各検定において有意

差を認めた場合は，事後検定として Scheffe 法を

適用した．なお，すべての統計手法とも有意水

準は 5%未満とした．  
 
結果 
 
1．行動学的評価 
1）膝関節の腫脹 

MIA投与後 4日目において，OA群およびEx
群は Sham 群と比べて有意に高値を示した．しか

し，MIA 投与後 7 日目以降においては 3 群間に

有意差を認めなかった（図 2）． 
 
2）膝関節の圧痛閾値 
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OA 群および Ex 群は，Sham 群と比べて MIA
投与後 4 日目以降は実験期間を通して有意に

低値を示した．そして，この 2 群を比較すると，

MIA 投与後 14 日目までは有意差を認めなかっ

たが，MIA 投与後 21 日目以降において Ex 群

は OA 群と比べて有意に高値を示した（図 3）． 
 
3）足底の機械刺激に対する痛覚閾値 

OA 群および Ex 群は，Sham 群と比べて MIA
投与後 7 日目以降は実験期間を通して有意に

低値を示した．そして，この 2 群を比較すると， 
MIA 投与後 14 日目までは有意差を認めなかっ

たが，MIA投与後 21日目以降においてEx群は

OA 群と比べて有意に高値を示した（図 4）． 
 
2．組織学的検索 

Sham 群の染色像では，赤く濃染した関節軟

骨が明瞭に確認された．これに対して，OA 群お

よび Ex 群では関節軟骨が消失していた．また，

OA 群および Ex 群の軟骨下骨では，関節軟骨

消失後の代償反応とされる異型軟骨形成や線維

芽細胞の集積が認められた．そして，これらの所

見を OARAI のスコアに基づいて評価したところ，

OA 群および Ex 群は Sham群と比べて有意に高

値を示し，この 2群間に有意差は認められなかっ

た（図 5）． 
 
3．免疫組織化学的検索 

単位面積あたりの抗 CD68 抗体陽性細胞数に

ついては，OA 群，Ex 群ともに Sham 群と比べて

有意に高値を示し，この 2 群間に有意差は認め

られなかった（図 6）．一方，単位面積あたりの抗

CD206 抗体陽性細胞数については，Ex 群は

OA 群と比べて有意に高値を示した（図 7）． 
 
考察 
 
本研究では，ラット膝 OA モデルを用いて，低

強度の筋収縮運動が痛みにおよぼす影響とその

生物学的メカニズムについてマクロファージに着

目して検討した． 
まず，MIA 投与後 4 日目における OA 群，Ex

群の膝関節の腫脹および圧痛閾値は Sham 群と

比べて有意差を認め，この 2 群間には有意差を 

図 2 膝関節の腫脹 
 

 

図 4 足底の機械刺激に対する痛覚閾値 
 

灰色:Sham 群，赤：OA 群，緑：Eｘ群． 
＊：Sham 群との有意差．ｐ＜0.05． 

平均値±標準偏差． 
 

灰色:Sham 群，赤：OA 群，緑：Eｘ群． 
＊：Sham 群との有意差．＃：OA 群との有意差． 

ｐ＜0.05．平均値±標準偏差． 
 

灰色:Sham 群，赤：OA 群，緑：Eｘ群． 
＊：Sham 群との有意差．＃：OA 群との有意差． 

ｐ＜0.05．平均値±標準偏差． 
 

図 3 膝関節の圧痛閾値 
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a:Sham 群，b：OA 群，c：Ex 群．bar=200µm．    ：関節軟骨の変性    ：軟骨下骨の変性 

図 6 抗 CD68 抗体に対する免疫染色像および単位面積当たりの陽性細胞数 
 

図 7 抗 CD206 抗体に対する免疫染色像および単位面積当たりの陽性細胞数 

a:Sham 群，b：OA 群，c：Ex 群．bar=50µm．＊：Sham 群との有意差． 
 

a:Sham 群，b：OA 群，c：Ex 群．bar=50µm．＃：OA 群との有意差．  
 

図 5 関節軟骨および軟骨下骨の変性状況 
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認めなかった．また，MIA 投与後 4 日目から 14 
日目までの推移をみると，いずれも OA 群と Ex 
群の間に有意差を認めなかった．これらのことか

ら OA群と Ex群では同程度の膝 OA が惹起され

ていたと推測できる．次に，低強度の筋収縮運

動を負荷した MIA 投与後 21 日目以降の推移を

みると，Ex 群の膝関節の圧痛閾値は Sham 群と

比べて有意に低値を示したものの，OA 群と比べ

て有意に高値を示した．これらのことから，低強

度の筋収縮運動を実施することで患部の痛みが

改善されることが示唆された．この点については，

多くの膝 OA 患者を対象とした無作為化比較試

験 5-10)と同様の結果であり，本研究においても低

強度の筋収縮運動による疼痛軽減効果が再現さ

れたといえる． 
 次に，低強度の筋収縮運動による疼痛軽減効

果に膝OAの第一義的な病態である関節軟骨お

よび軟骨下骨の変性の進行抑制が関与するか

否かについて組織学的に検討した．その結果，

実験期間終了時点における OA 群と Ex 群の組

織学的スコアに有意差は認められず，いずれも

末期 OA に相当する点数であった．つまり，低強

度の筋収縮運動を実施しても関節軟骨や軟骨

下骨の変性の進行自体は抑制することは困難で

あり，疼痛軽減効果のメカニズムには第一義的な

病態の進行抑制は関与していないと推察され

る． 
 一方，滑膜におけるマクロファージの動態をみ

ると，総マクロファージの動態を反映する単位面

積あたりの抗 CD68 抗体陽性細胞数については，

OA 群と Ex 群は Sham 群と比べて有意に高値を

示し，この 2 群間には有意差を認めなかった．し

かし，M2 マクロファージの動態を反映する単位

面積あたりの抗 CD206 抗体陽性細胞数につい

ては，Ex 群は OA 群と比べて有意に高値を示し

た．これらのことから，低強度の筋収縮運動を実

施すると，膝 OA の滑膜においては総マクロファ

ージ数には変化がなくても M2 マクロファージが

増加する可能性が示唆された．前述したように，

マクロファージは炎症性サイトカインを産生する

M1 マクロファージと抗炎症性サイトカインを産生

する M2 マクロファージに大別されることが知られ

ており，前者はその機能から疼痛の発生に関与

しており，また，後者は疼痛の軽減に関与してい

る可能性が考えられている 15)．そして，Bobinski
ら 16)の先行研究では，神経障害性疼痛モデルマ

ウスに低強度のトレッドミル走行を負荷すると痛

覚過敏が改善し，末梢神経の損傷部位では M2
マクロファージの増加と抗炎症性サイトカインで

ある IL-4，IL-5 の発現量が増加することが示され

ている．そして，運動によって痛覚過敏が改善す

るメカニズムの一端には，M2 マクロファージの増

加に伴って抗炎症性サイトカインの産生が亢進

することで IL-1β や TNF-α といった炎症性サイト

カインの産生が抑制されることが関与していると

いう．これらの知見に基づくと，Ex 群において認

められた患部の疼痛軽減効果にも，滑膜におけ

る M2 マクロファージの増加が関与している可能

性が推察される．ただ，炎症性サイトカインおよ

び抗炎症性サイトカインの動態については検討

できておらず，疼痛軽減効果と M2 マクロファー

ジの増加との関連性について明らかにすることは

今後の課題である． 
加えて，膝 OA 患者では患部である膝関節周

囲のみならず下腿以下の遠隔部においても痛み

が発生する 17)ことが知られており，本研究では低

強度の筋収縮運動が患部の遠隔部の痛みにお

よぼす影響についても検討した．その結果，Ex
群における足底の痛覚閾値は，運動介入を開始

した 7 日後にあたる MIA 投与後 21 日目以降に

おいては，OA 群と比べて有意に高値を示したこ

とから，低強度の筋収縮運動を実施することで患

部のみならず遠隔部である足底の二次性痛覚過

敏も改善できる可能性が示唆された．石川ら 18)

によると，ラット急性膝関節炎発症直後から筋肥

大効果を認めない低強度の筋収縮運動を実施

すると患部の炎症が早期に軽減し，侵害刺激の

脊髄後角への入力の減少が多分節におよぶこと

で中枢性感作が抑制され，結果，足底の二次性

痛覚過敏が軽減するという． 今回，Ex 群では膝

関節の圧痛閾値が改善し，滑膜における M2 マ

クロファージ数が増加していたことから，筋収縮

運動を実施したことで滑膜炎が軽減し，脊髄に

おける中枢性感作が抑制されたことで，足底の

二次性痛覚過敏が改善したのではないかと推察

される．ただ，本研究では脊髄における中枢性

感作の状況については検討できておらず，今後

明らかにしていく必要がある．  
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不動に伴う骨格筋の可塑的変化に対する 

持続的伸張運動と電気刺激誘発性筋収縮運動の効果について 

 
阪本 忠宥

 
はじめに 
 
長期臥床やギプス固定などにより骨格筋が不

動状態に曝されると，可塑的変化が生じる．その

一つがコラーゲンの増生に起因した線維化であ

り，これは筋性拘縮の主要な病態とされ，骨格筋

の伸張性低下を惹起し，関節可動域制限に発

展する 1)．あわせて，筋線維が萎縮・縮小するこ

とも知られており，いわゆる廃用性筋萎縮に由来

した筋力低下に発展する．そして，最近の先行

研究を概観すると，不動に伴う骨格筋の可塑的

変化である筋性拘縮と廃用性筋萎縮の病態形

成には深い関連があることが明らかになってきて

いる 2,3)．具体的には，不動によって筋核のアポト

ーシスが誘導されることで，筋核数が減少し，そ

の筋核に制御されていた細胞質の処理のために

マクロファージが集積するのではないかと考えら

れている 2)．そして，その結果，筋線維は縮小し，

廃用性筋萎縮が発生するとともに，線維化関連

分子が賦活化され，コラーゲンの増生に伴う線

維化が発生し，筋性拘縮に発展するとされてい

る 2,3)．このように，筋性拘縮と廃用性筋萎縮の病

態形成には関連性があり，効果的な介入戦略を

展開するためには，以上のようなメカニズムを考

慮する必要があると思われる． 
一方，先行研究を概観すると，拘縮のアウトカ

ムである関節可動域をパラメータとし，持続的伸

張運動の効果が数多く検討されている 4-7)．しか

し，筋性拘縮の主要な病態である骨格筋の線維

化に対する持続的伸張運動の効果を明らかにし

た報告は非常に少ない．また，筋性拘縮の病態

形成に筋線維萎縮の発生が深く関わっていると

いう前述のメカニズムを踏まえると，筋収縮を伴

わない持続的伸張運動より，積極的な筋収縮運

動の負荷が不動に伴う骨格筋の可塑的変化に

対しては，より効果的ではないかと考えられる． 
積極的な筋収縮運動の方法としては，レジス

タンストレーニングをはじめ，荷重・歩行運動など，

様々な方法がある．しかし，臥床中や随意運動

が困難な場合などではこれらの介入戦略を適用

することは難しい．これに対し，電気刺激誘発性

筋収縮運動はこのような状態にある対象者にも

適用できる介入戦略であり，筋性拘縮や廃用性

筋萎縮といった不動に伴う骨格筋の可塑的変化

要旨 
 本研究の目的は，不動に伴う骨格筋の可塑的変化に対する持続的伸張運動と電気刺激誘発性筋

収縮運動の効果を検討することである．8 週齢の Wistar 系雄性ラット 26 匹を無処置の対照群と両側

足関節をギプスで 2 週間不動化する実験群に振り分け，実験群はさらに，①不動のみを行う不動

群，②不動の過程で下腿三頭筋に持続的伸張運動を負荷する伸張群，③不動の過程で下腿三頭

筋に電気刺激誘発性筋収縮運動を負荷する電気刺激群，④不動の過程で足関節中間位保持のみ

を行う中間位保持群に分けた．結果，持続的伸張運動，電気刺激誘発性筋収縮運動とも足関節背

屈可動域制限に対する効果はないものの，ヒラメ筋の線維化の発生はいずれの介入でも抑制され，

その効果に大差はなかった．一方，筋線維萎縮の進行抑制効果は電気刺激誘発性筋収縮運動の

みに認められた．以上のことから，不動に伴う骨格筋の可塑的変化を予防するためには，積極的な

筋収縮運動の負荷が効果的であることが示唆された． 
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の予防に効果的と思われる． 
つまり，本研究の目的は持続的他動運動と電

気刺激誘発性筋収縮運動が関節可動域制限や

筋性拘縮，廃用性筋萎縮におよぼす影響を検

討し，両者の効果について比較することである． 
 

予備実験  

 

今回の実験では，定量・定強度の筋収縮運動

を電気刺激によって再現する必要がある．その

ため，先行研究 8)を参考に筋力増強効果が期待

で き る 最 大 筋 力 （ maximum voluntary 
contraction；MVC）の 60％（以下，60％MVC）9)

を発揮する電気刺激の強度を明らかにする目的

で，予備実験を行った． 
実験動物は 8 週齢の Wistar 系雄性ラット 6 匹

で，各ラットに対しては 3 種混合麻酔薬の腹腔内

投与（5mg/kg)によって麻酔を行った後，以下の

実験を行った．具体的には，腹臥位としたラット

の足関節を底背屈中間位の状態とし，足底部に

プッシュプルゲージ（AIKOHENGINEERING 社

製）のプローブを密着させた．そして，下腿後面

に表面電極を貼付し，刺激周波数；100Hz，パル

ス幅；200µsec，刺激サイクル；1 秒通電，5 秒休

止の条件で，低周波治療器トリオ 300（伊藤超短

波社製）を用い，刺激強度を 1mA ずつ漸増させ，

通電した．そして，各刺激強度によって誘発され

る足関節底屈力を上記のプッシュプルゲージで

測定した． 
結果，電気刺激によって誘発された最大底屈

力は 4.16N で，その際の刺激強度は 10mA であ 
った．そこで，最大底屈力が発揮されるまでの刺 

 

激強度と底屈力の関係性を示す一次回帰直線

を求めた．最大底屈力の結果より，60％MVC は

2.496Nとなり，これを一次回帰直線に当てはめる

と刺激強度は 5.92N となった．この結果から本実

験の刺激強度 6mA に決定した（図 1）． 
 

材料と方法  

 

１．実験プロトコル 

1) 実験動物 
実験動物には 8 週齢の Wistar 系雄性ラット 26

匹を用い，これらを無作為に 2 週間通常飼育す

る対照群（n=5）と 2 週間両側足関節を最大底屈

位の状態で，ギプスで不動化する実験群（n=21）
に振り分けた．そして，実験群は，①不動のみを

行う不動群（n=6），②不動の過程で下腿三頭筋

に持続的伸張運動を負荷する伸張群（n=5），③
不動の過程で足関節中間位にて下腿三頭筋に

電気刺激誘発性筋収縮運動を負荷する電気刺

激群（n=5），④電気刺激群の疑似処置として足

関節中間位保持のみを行う中間位保持群（n=5）
に振り分けた． 
なお，今回の実験は長崎大学が定める動物実

験指針に準じ（承認番号：1404161137），長崎大

学先導生命科学研究支援センター・動物実験施

設で実施した． 
 
2) 足関節の不動方法 
実験群の各ラットに対しては，3 種混合麻酔薬

の腹腔内投与（5mg/kg）によって麻酔を行い，両

側足関節を最大底屈位の状態で前足部から膝

関節上部までギプスで不動化した． 
なお，同モデルのラットは不動後も前肢にて飼

育ケージ内を移動できることから，水と餌は自由

摂取とした． 
 
3) 持続的伸張運動の方法 
伸張群の各ラットは前述と同様の方法で麻酔

を行い，ギプスを外した後，側臥位とした．次に，

股・膝関節を他動的に最大屈曲させ，足底部に

丸型テンションゲージ（大場製作所製）の先端部

をあてた．そして，0.3N の張力で足関節を背屈さ

せ，その背屈角度を保持することにより下腿三頭

筋に持続的伸張運動を負荷した． 
図 1 電気刺激強度の漸増に伴う足関節底 

屈力の変化 
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4) 電気刺激誘発性筋収縮運動の方法 
電気刺激群の各ラットは前述と同様の方法で

麻酔を行い，ギプスを外した後，腹臥位とした．

そして，足関節を底背屈中間位の状態とし，

6mA の刺激強度で予備実験と同様の方法で下

腿三頭筋に電気刺激誘発性筋収縮運動を負荷

した． 
なお，今回の収縮様式は足関節底背屈中間

位での等尺性収縮となっており，その疑似処置

のため中間位保持群も設定した．  
 

5) 介入の頻度 
伸張群，電気刺激群，中間位保持群の 3 群の

実験群に対する介入時間は，いずれも 1 日 20
分間，頻度は週 6 回とした． 
なお，麻酔による成長不良などの影響を排除

する目的で，対照群と不動群の各ラットに対して

も同頻度で麻酔のみを行った． 
 

２．検索方法 

2 週間の実験期間終了後は，3 種混合麻酔薬

の腹腔内投与（5mg/kg）によって各群のラットを

麻酔し，足関節背屈可動域を測定した．そして，

両側のヒラメ筋を採取し，後述する生化学的・組

織学的検索に供した． 
  

1) 足関節背屈可動域の測定方法 
麻酔したラットを側臥位とし，股・膝関節を他動

的に最大屈曲させ，足底部に丸型テンションゲ

ージ（大場製作所製）の先端部をあてた．そして，

0.3N の張力で足関節を他動的に背屈させた際

の背屈角度を測定し，これを背屈可動域とした．

背屈可動域の測定は，腓骨外果に分度器の中

心を合わせ，基本軸を膝関節裂隙中央部と腓骨

外果を結んだ線，移動軸を腓骨外果と第 5 中足

骨頭を結んだ線とし，これらの軸がなす外角を 5°
単位で読み取った． 

なお，以上の測定は 3 回行い，その最大値を

データとして採用した． 
 
2) ヒラメ筋の線維化の評価のための生化学的検索 
① 試料作製 
ヒラメ筋内のコラーゲン含有量は，コラーゲン

特有の構成アミノ酸であるヒドロキシプロリンを定

量することによって行った．まず，試料作製として

右側ヒラメ筋を筋腹中央部で 2 分割し，その一部

を細切し，24 時間の凍結乾燥処理を行い，乾燥

重量を測定した．次に，この試料に 6N-HCl を

1ml 加え，110℃で 15 時間の加水分解処理を行

い，HCl を除去した後，蒸留水 1ml を加え， 試
料を溶解した．そして，0.6µm のフィルターで試

料を濾過し，濾過後に回収した試料をヒドロキシ

プロリン定量用の試料とした． 
② ヒドロキシプロリンの定量 
試料 5µl を 2 時間 100℃で加熱処理した後， 

4N-NaOHを 50μl加え，攪拌し，90℃で 2時間再

度加熱処理を行った．次に，Chlolamine-T 溶液

を 500μl 加え，室温で 25 分間処理した後，

Ehrlich 溶液を 500μl 加え，攪拌し，80℃で 20 分

間加熱処理し，試料を発色させた．そして，波長

540nm で試料の吸光度を測定し，ヒドロキシプロ

リン濃度に基づく標準曲線を基に試料内のヒドロ

キシプロリンを定量した． 
なお，定量したヒドロキシプロリンは乾燥重量

で除し，単位乾燥重量あたりの含有量で表した． 
 
3) 筋線維萎縮の評価のための組織学的検索 

2 分割した右側試料の一部はトラガントガムに

包埋後，液体窒素で冷却したイソペンタン液内

で急速凍結した．凍結した試料はクリオスタット

（Leica 社製）を用いて 7µm厚の横断切片を作製

し，Hematoxylin-Eosin（以下，HE）染色を実施し

た．そして，染色像は顕微鏡用デジタルカメラ

（Nicon，DS-Ri1）を用いて 100 倍の拡大像で全

視野パーソナルコンピューターに取り込み，

Scion image software （ W.Rasband, National 
Institutes of Health）を用いて各筋試料につき

100 本以上の筋線維横断面積を計測した． 
 

4) 統計処理 
各群のデータは一元配置分散分析と Scheffe

法による事後検定を適用し，危険率 5％未満をも

って有意差を判定した． 
 

結果 

 

1) 関節動域制限の発生状況 
すべての実験群の足関節背屈可動域は，対
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照群のそれと比較して有意に低値を示した．また，

実験群間では電気刺激群が最も高値であったが，

各群間に有意差は認められなかった（図 2）．  

 

 

2) 線維化の発生状況 
不動群と中間位保持群のヒドロキシプロリン含

有量は対照群のそれと比較して有意に高値を示

した．一方，伸張群と電気刺激群のそれは不動

群や中間位保持群より有意に低値を示し，対照

群との有意差も認めなかった．また，伸張群と電

気刺激群を比較すると，この 2 群間に有意差は

認められなかった（図 3）． 

 

 
3) 筋線維萎縮の発生状況 

筋線維横断面積の分布状況をみると，対照群

と比較して実験群の 4 群は左方に位置していた．

また，実験群間で比較すると，電気刺激群のみ

右方に位置していた（図 4）． 

 

各群の平均筋線維横断面積を比較すると，実

験群の 4群は対照群より有意に低値を示した．ま

た，実験群間を比較すると，電気刺激群は他の

群より有意に高値を示した（図 5） 

 

 

 
考察 

 

筋性拘縮や廃用性筋萎縮といった不動に伴う

骨格筋の可塑的変化は，関節可動域制限や筋

力低下といった機能障害を引き起こし，ADL や

QOL に直接的な影響をおよぼすことから，適切

な介入戦略を早期から実践する必要がある．ま

た，最近の先行研究によれば，筋性拘縮と廃用

性筋萎縮の病態形成には関連性があり，効果的

な介入戦略を展開するためには，そのメカニズム

図 2 足関節背屈可動域 
平均±標準偏差 *：対照群との有意差 

 

図 3 ヒドロキシプロリン含有量 
平均±標準偏差 *：対照群との有意差 
✝:不動群との有意差 ‡：中間位保持群との有意差 

図 4 筋線維横断面積の分布状況 
 
 

図 5 平均筋線維横断面積 
平均±標準偏差 *：対照群との有意差 
✝:不動群との有意差 ‡：中間位保持群との有意差 
ll：伸張群との有意差 
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を考慮する必要があると思われる．つまり，筋収

縮運動を伴わない持続的伸張運動より，積極的

な筋収縮運動の負荷が不動に伴う骨格筋の可

塑的変化に対しては，効果的ではないかと考え

られ，しかも，臥床中や随意運動が困難な場合

でも適用できる電気刺激誘発性筋収縮運動が有

効な介入戦略になるのではないかと仮説を立て，

本研究を行った． 
今回の結果から，足関節背屈可動域は対照

群と比較してすべての実験群で有意に低値を示

し，実験群間では有意差を認めなかった．すな

わち，今回の実験条件での持続的伸張運動と電

気刺激誘発性筋収縮運動では，関節可動域制

限の発生を予防することは困難であったといえる．

関節可動域制限に対する持続的伸張運動の効

果を検討した報告は数多くあるが，伸張力を規

定している報告は非常に少ない．その中で，

Kondo ら 10)はラット足関節を最大底屈位で 4 週

間不動化した後，不動を解除し，その後 2 週間，

麻酔下で 0.9N の張力で足関節を背屈させ，この

状態を 30 分間保持するといった方法で持続的

伸張運動による介入を行っている．その結果，介

入による足関節背屈可動域制限の回復促進効

果が認められている．一方，今回は不動の過程

における介入であり，開始当初は 0.3N の張力で

足関節を背屈させれば正常域まで可動すること

が可能であった．そのため，その後の不動期間

中も伸張力は0.3Nで行ったが，結果的には伸張

力が不十分なため，関節可動域制限の発生を許

してしまったのではないかと思われる．加えて，

今回の電気刺激誘発性筋収縮運動は足関節の

関節運動を伴わない等尺性収縮であり，このこと

が関節可動域制限の発生を許してしまった要因

ではないかと推察される． 
しかしながら，筋性拘縮の病態に関わる線維

化の発生状況をヒドロキシプロリン含有量の結果

から検討すると，伸張群と電気刺激群は不動群

や中間位保持群より有意に低値を示し，対照群

との有意差も認めなかった．また，伸張群と電気

刺激群の間にも有意差を認めなかった．つまり，

持続的伸張運動と電気刺激誘発性筋収縮運動

のいずれの介入でも不動によって惹起される骨

格筋の線維化が抑制される可能性が示唆され，

その効果には大差はないといえる．ただ，ヒドロキ

シプロリン含有量の結果だけでは，骨格筋の線

維化に対する介入効果の検証は不十分であり，

線維化関連分子の動態など，今後さらに詳細な

検討が必要と思われる． 
次に，筋線維横断面積の結果をみると，対照

群と比較してすべての実験群で有意に低値を示

し，実験群間では電気刺激群が他の群より有意

に高値を示した．つまり，不動によって惹起され

る筋線維萎縮の進行が電気刺激誘発性筋収縮

運動によって抑制されることが明らかとなり，これ

は筋力増強効果が期待できる 60％MVC を発揮

する刺激強度で通電を行ったことが影響している

と思われる．一方，持続的伸張運動にも筋線維

萎縮の進行抑制効果があることはよく知られてお

り，例えば，沖田ら 11)は 1 週間の後肢懸垂によっ

て惹起されるラットヒラメ筋の筋線維萎縮の進行

が持続的伸張運動によって抑制されることを報

告している．しかし，今回の持続的伸張運動では

筋線維萎縮の進行抑制効果は認められず，沖

田ら 11)の報告とは異なる結果となった．当然，今

回の実験とは実験モデルや実験期間が異なるた

め一概に比較はできないが，一番の違いはやは

り伸張力ではないかと思われる．実際，沖田ら 11)

の報告では足関節を最大背屈位，すなわち背屈

の正常域まで可動させ，その位置で背屈位を保

持することでヒラメ筋に対して持続的伸張運動を

行っている．つまり，明らかに今回の実験よりも強

い張力が負荷されており，これが結果に影響して

いると思われる． 
以上，今回の結果を総合的に捉えると，持続

的伸張運動より電気刺激誘発性筋収縮運動が

不動に伴う骨格筋の可塑的変化の予防に効果

的であるといえる．そして，このことから積極的な

筋収縮運動は廃用性筋萎縮のみならず，筋性

拘縮の介入戦略としても有効であることが示唆さ

れ，今後は効果的な介入条件についての検討

が必要と思われる． 
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大胸筋のストレッチングが健常者の 

胸郭拡張性および呼吸機能に及ぼす即時的影響 

 
志賀雅樹・竹内里奈・森 大地

目的 

 
慢性呼吸器疾患患者では，不可逆的な肺病

変のために努力呼吸を呈し，呼吸困難を生じる．

これは，吸気努力が増大することによって 1,2)，頸

部や胸部の呼吸補助筋が動員され，呼吸仕事

量が増大することに起因する 3)．また，同患者群

では，加齢や全身性炎症，栄養障害によって呼

吸筋が弱化するとともに，換気効率の低下が長

期化することで胸郭の拡張性が減少し，呼吸仕

事量の増大に拍車がかかるといった悪循環を形

成している． 
胸郭拡張性が低下する要因は，肺実質の拡

張不良，すなわち肺コンプライアンスの減少と，

肋骨の挙上運動の低下に大別できる．後者は，

肋椎関節の可動性低下と呼吸補助筋，つまり胸

郭に付着する筋群の緊張亢進や短縮によって生

じている．胸郭に付着する筋群の中でも大胸筋

は，胸郭の拡張性において重要な役割を担って

いる．同筋は鎖骨部，胸肋部，腹部にわかれ，そ

れぞれ鎖骨内側 1/2，胸骨および第 2-7 肋軟骨

前部，腹直筋鞘前葉を起始とし，上腕骨大結節

稜に停止を有する．これにより肋骨を挙上し，胸

郭横径を増大させて吸気を補助している 4)．また，

大胸筋は肩甲骨と上肢が外転位にのみ，小胸筋

とともに吸気を補助することが示されている 5)． 
臨床的に慢性呼吸器疾患患者は，肩甲帯を

外転，胸椎の後弯を増大させた姿勢を呈してい

ることが多い．そのため，大胸筋は短縮位で固定

されやすい上に，吸気努力に伴う収縮亢進が助

長される．したがって同筋は，胸郭拡張性の制限

に占める割合が大きいと推測され，その伸張性

を維持あるいは改善させることは臨床上，重要な

意義を有するものと考える． 
大胸筋の伸張，すなわちストレッチングを考え

ると，同筋は肩関節の運動を介してアプローチが

行いやすいという利点がある．Putt ら 6)は，COPD
患者 14 名を対象に，大胸筋に対して肩関節外

転・外旋位でのホールド・リラックスによるストレッ

チングによって，即時的な肺活量（vital capacity：
以下，VC）の増加，上部胸郭拡張差の増大がみ

られたと報告している．また，健常中高年 14 名を

対象にストレッチポール（stretch pole：以下，SP）
を用いた 1 週間のコア・コンディショニングの検討
7)では， 胸郭拡張差の有意な改善を，若年健常

者 36 名を対象に 2 週間の SP 上背臥位を行った

要旨 
ストレッチポール（SP）上での大胸筋を対象としたストレッチングが，胸郭拡張性および呼吸機能に

及ぼす即時的な影響と，ストレッチング時間による相違について検討した．若年健常者 22 名を対象

に， 30秒間または90秒間のストレッチングをランダム化クロスオーバー法のデザインで実施した．ベ

ースラインとして胸郭拡張差，呼吸機能を測定後，SP 上背臥位のみのコントロール体位，SP 上ストレ

ッチング体位（肩関節外転・外旋位）をそれぞれ実施し，その後，胸郭拡張差と呼吸機能を測定し

た．その結果，30 秒間のストレッチングによって有意な胸郭拡張差の増加と予備呼気量の減少，最

大吸気量の増加を認めた．SP 上での大胸筋ストレッチングは，即時的に胸郭拡張性と呼吸機能に

影響することが明らかとなり，胸郭拡張性の制限を有する患者での有用性が期待された．今後は，呼

吸器疾患患者を対象とした検討を行う必要があると結論した． 
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報告では，VC の有意な増加を認めている 8)．し

かし，これらの先行研究では，ホールド・リラックス

は理学療法士による施行が必要で対象者自身

が実施困難である，SP を用いた方法は自主的な

方法ではあるが，大胸筋をストレッチングの対象

としたものではなく，即時的効果に関しては不明

であるといった問題がある．また，ストレッチング

の実施時間に関しても明確にされていない． 
本研究では，健常者に対する自主的な大胸

筋ストレッチングが，胸郭拡張差および呼吸機能

に対する即時的な影響を明らかにするとともに，

ストレッチングの実施時間についてもあわせて検

討することを目的とした．  

 
対象 

 
本学保健学科および大学院医歯薬学総合研

究科に在籍する若年健常者を対象とした．必要

対象者数の見積もりは，中高年健常者を対象と

した先行研究 7)による胸郭拡張差の変化をもとに

算出した．当該研究では SP 実施前後の腋窩部

胸郭拡張差の変化が 1.5±0.9 cm（平均値±標

準偏差）であったため，検出力 90%，有意水準

5%，1標本の t検定をベースに算出した結果，必

要症例数は 7 名であった．さらに，ストレッチング

の時間によっては効果の低下があることを仮定

（1.0±0.9cm）すると，必要症例数は 11 名となっ

た．今回は，男女それぞれでの検討も考慮し，合

計 22 名を必要対象者数に設定した． 
除外基準は，全身状態不良，肩関節の疼痛あ

るいは可動域制限，呼吸器疾患，循環器疾患，

神経疾患，脊椎疾患（脊柱や胸郭の変形を含む）

および開胸・開腹手術の既往，喫煙歴（過去，現

喫煙），身長 155cm未満，body mass index（以下，

BMI）30kg/m2 以上，である者とした．本研究は，

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科倫理委員

会の承認（許可番号 18041218）を得るとともに，

対象者には，本研究の目的および手順，内容，

リスクについて十分に説明し，書面にて研究参

加の同意を得た． 
 
 

 

 

方法 

 

1. 研究デザイン 
 本研究では，ストレッチングの実施時間を先行

研究 9,10)から 30 秒および 90 秒間に設定し，その

影響を確認することも目的とした．したがって，い

ずれかのストレッチング実施時間から開始するか

について，対象者をランダムに割付け，その後条

件を変更するランダム化クロスオーバー比較試

験のデザインを適用した．  
 
2. 実施方法 
1) 実施手順 
まず，事前評価として身体計測，肩関節水平

外転の可動域を測定した．その後，ランダム割付

けを行い，30あるいは 90秒間それぞれの時間で，

後述するコントロール体位，続いてストレッチング

体位を実施した．それぞれの介入前をベースラ

イン評価，コントロール（実施）後評価，ストレッチ

ング（実施）後評価として，胸郭拡張差の測定と

呼吸機能検査を行った．研究の実施は全て本学

保健学科内の運動療法室で行い，上記の2つの

実施条件の間隔は 24 時間以上，48 時間以内と

した． 
 
2) ストレッチングの方法 
今回の研究では，大胸筋ストレッチングの方法

として，仰臥位で上肢の自重を利用する静的スト

レッチング方法を選択し，ストレッチポール EX
（LPN 社製）を使用した．その際の体位は SP 上

背臥位，膝関節屈曲 90 度にて，肩関節外転 90
度から外旋位で大胸筋を伸張する方法をストレッ

チング体位（図 1-a）とした．また，同体位にて上

肢をクッションで支持することで大胸筋を伸張し

ない方法をコントロール体位（図1-b）とした．いず

れの条件でも，実施中は安静呼吸とし，深呼吸

などの呼吸法の適用については指示しなかっ

た． 
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3. 測定項目 
1) 事前評価 
前述の通り，身体計測ならびに肩関節可動域

測定を行った．身体計測は身長，体重を測定し，

BMI を算出した．関節可動域測定は，ストレッチ

ング実施の支障となり得る関節可動域制限の確

認も兼ねた．測定は日本整形外科学会・日本リ

ハビリテーション医学会（1995）による『関節可動

域表示ならびに測定法』11)に従った．  
 
2) 胸郭拡張差 
対象者の腋窩部の高さにおける胸郭拡張差

（最大吸気位と最大呼気位の胸郭周径の差）を

測定した．コンピュータに接続した胸郭可動域測

定装置（竹井機器工業社製）を用い，端坐位に

て対象者に最大吸気と最大呼気努力をそれぞ

れ 3回実施させた．測定結果はグラフとともにリア

ルタイムにモニタに表示され，その平均値を算出

した． 
 

3) 呼吸機能検査 
ス パ イ ロ メ ー タ （ ミ ナ ト 医 科 学 社 製

AUTOSPIRO AS-507）を用いて，標準的手法
12)によって， VC，比肺活量（percent predicted 
VC：以下，%VC），1 回換気量，予備呼気量

（expiratory reserve volume：以下，ERV），予備

吸気量（inspiratory reserve volume：以下，IRV），

最大吸気量（inspiratory capacity：以下，IC）を 2
回測定し，最良値を採用した． 

4) バイタルサイン 
 ストレッチング実施前から終了後まで，呼吸数

を計測するとともに，パルスオキシメータ（帝人社

製 PULSOX-M24）にて経皮的動脈血酸素飽和

度（以下，SpO2），脈拍数を記録した．  

 
5) 自覚症状 
ストレッチング実施中の快適さを修正Borgスケ

ールで評価した．また，胸郭拡張差の測定と呼

吸機能検査における疲労感を同様に評価した． 

 
4. 統計学的解析方法 
 大胸筋ストレッチングによる胸郭拡張差と呼吸

機能検査項目の変化をコントロールと比較した．

コントロール後評価からベースライン評価を引い

た値を Control，ストレッチ後評価からベースライ

ン評価を引いた値を Stretch とし， 2 群間で以下

の解析を行った．Shapiro-Wilk 検定にて正規性

の有無を確認後，対応のある t 検定もしくは

Wilcoxon の符号付順位和検定を用いた．さらに，

胸郭拡張差と呼吸機能検査項目の関連性を，

Pearson の積率相関係数および Spearman の順

位相関係数を用いて検討した．データは中央値

［四分位］または平均値±標準偏差で示した．解

析には統計解析ソフトウェア IBM SPSS Statistics 
Ver.21 を使用し，有意水準 5%未満をもって統計

学的有意とした． 
 
結果 

 
1. 対象者背景と実施状況 
必要対象者数の見積もりに基づき，22 名を対

象とした結果，1 名がストレッチ体位実施中に橈

骨動脈の拍動消失を認めたため，ライトテストを

実施した．その結果，陽性であり，当該対象者を

胸郭出口症候群の疑いにて除外した． また，呼

吸機能検査が実施不可能であった 1 名も除外し

た．そのため，2名の対象者の追加を行い，22名
を解析対象とした．対象者の背景を表 1 に示す．

実施中および後に呼吸困難や体調不良といった

自覚症状を訴えた者はいなかった．また，何ら有

害事象も生じなかった． 
ストレッチング実施中のバイタルサインは平均

でそれぞれ，呼吸数 16 回/分，SpO2 96%，脈拍 

図 1. 実施体位 
a：ストレッチ体位，b：コントロール体位 
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数 73 拍/分であり，実施前と変化はなかった．ま

た，自覚症状として快適さならびに疲労感は中

央値でそれぞれ 0.5，1 であった． 
 
2. 胸郭拡張差と最大呼気周径，最大吸気周径 
ストレッチングの時間別での Control と Stretch

の結果を表 2 に示す． Stretch において Control
と比較して 30 秒間の胸郭拡張差は 0.23cm の有

意な増加を認めたが（P=0.020），90 秒間では有

意差を認めなかった．最大吸気位周径と最大呼

気位周径では両条件で Controlと Stretch の間に

有意差はなかった． 
 
3. 呼吸機能検査項目 
呼吸機能検査項目における Control と Stretch

の比較を表 3に示す．Controlと比較し 30秒間の

Stretch で ERV と IC に有意な変化（p=0.011，
p=0.036）を認めたが，VC，%VC，1 回換気量，

IRV には有意差はなかった． 90 秒間ではいず

れの項目においても有意な差は認められなかっ

た． 
 
4. 胸郭拡張差と呼吸機能検査項目との関連 
いずれのストレッチング時間においても，胸郭

拡張差と呼吸機能検査項目の変化量との間に

有意な相関関係は見られなかった（図 2）． 
 

考察 

 
本研究では，対象者自身で行える大胸筋を対

表 1. 対象者背景 
 全体（n=22） 男性（n=11） 女性（n=11） 

年齢（歳） 22 ［21－22］ 22 ［22－23］ 21 ［21－22］ 
身長（cm） 167.0 ［162.2－171.3］ 170.8 ［169.5－173.2］ 162.6 ［158.7－164.5］ 
体重（kg） 61.0 ［54.7－64.1］ 64.7 ［61.1－69.1］ 55.5 ［51.7－60.1］ 

BMI（kg/m2） 20.8 ［19.4－23.1］ 21.8 ［19.6－23.5］ 20.4 ［19.8－22.9］ 
右肩関節水平外転（°） 40 ［30－50］ 35 ［30－47］ 45 ［40－50］ 
左肩関節水平外転 （°） 40 ［35－50］ 40 ［30－47］ 45 ［40－47］ 

胸郭拡張差（cm） 3.49 ［3.07－4.47］ 4.57 ［3.77－7.50］ 3.07 ［2.48－3.35］ 
VC（L） 3.51 ［2.97－4.60］ 4.63 ［4.14－4.86］ 2.97 ［2.88－3.22］ 

%VC（%） 86.0 ［80.3－92.0］ 89.0 ［85.0－96.5］ 81.0 ［79.0－88.5］ 
TV（L） 0.68 ［0.54－0.88］ 0.67 ［0.54－0.85］ 0.69 ［0.56－0.84］ 
IRV（L） 1.56 ［1.06－2.26］ 2.29 ［1.88－2.33］ 1.05 ［0.93－1.26］ 
ERV（L） 1.44 ［1.24－1.57］ 1.59 ［1.40－1.81］ 1.28 ［1.17－1.45］ 
IC（L） 2.21 ［1.78－2.74］ 2.74 ［2.46－3.36］ 1.74 ［1.53－2.06］ 

中央値 ［四分位］ 
BMI：body mass index， VC（vital capacity）：肺活量，TV（tidal volume）：1 回換気量，IRV（inspiratory reserve v
olume）：予備吸気量，ERV （expiratory reserve volume）：予備呼気量，IC（inspiratory capacity）：最大吸気量 

表 2. 胸郭拡張性 
n=22 30 秒 90 秒 

 Control Stretch Control Stretch 

胸郭拡張差 -0.03 ［-0.72－0.42］ 0.08 ［-0.28－0.32］* 0.12 ［-0.17－0.43］ 0.12 ［-0.33－0.39］ 
最大呼気周径 -0.05 ［-0.37－0.45］ -0.08 ［-0.63－0.69］ -0.28 ［-0.71－0.15］ -0.42 ［-0.72－0.27］ 
最大吸気周径 0.07 ［-0.50－0.39］ 0.33 ［-0.26－0.78］ -0.18 ［-0.44－0.29］ -0.33 ［-0.66－0.28］ 

中央値 ［四分位］，*p=0.020，単位 cm    
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象とした SP 上でのストレッチングが，胸郭拡張性

及び呼吸機能に及ぼす即時的な影響をストレッ

チングの実施時間とあわせて検討した．その結

果，30 秒間のストレッチングにより，胸郭拡張差

は 0.23cm と小さいが有意な増加とともに呼吸機

能検査では有意に ICが増加，ERVが減少した．

しかし，90 秒間のストレッチングではいずれの項

目においても有意な差は認められなかった．な 

表 3. 呼吸機能検査 
n=22 30 秒 90 秒 

 Control Stretch Control Stretch 

VC（L） -0.02 ［-0.06－0.08］ 0.00 ［-0.06－0.04］ -0.02 ［-0.08－0.07］ -0.02 ［-0.06－0.05］ 
%VC（%） -0.50 ［-2.00－1.75］ 0.00 ［-1.00－1.00］ -0.50 ［-1.00－1.75］ 0.00 ［-1.00－1.00］ 
TV（L） -0.05 ［-0.11－0.01］ -0.04 ［-0.09－0.02］ -0.06 ［-0.13－0.03］ -0.02 ［-0.17－0.05］ 
IRV（L） 0.03 ［-0.15－0.16］ 0.08 ［-0.16－0.21］ -0.03 ［-0.09－0.02］ -0.01 ［-0.15－0.16］ 
ERV（L） 0.05 ［-0.10－0.13］ -0.03 ［-0.11－0.04］* 0.04 ［-0.09－0.14］ -0.03 ［-0.14－0.13］ 
IC（L） 0.01 ［-0.22－0.08］ 0.03 ［-0.09－0.15］* -0.01 ［-0.14―0.13］ 0.00 ［-0.16－0.08］ 
中央値 ［四分位］，*p=0.011，** p=0.036 
VC（vital capacity）：肺活量 TV（tidal volume）：1 回換気量，IRV（inspiratory reserve volume）：予備吸気

量，ERV（expiratory reserve volume）：予備呼気量，IC（inspiratory capacity）：最大吸気量                                            

図 2. 胸郭拡張差と呼吸機能検査項目との関連 
a：胸郭拡張差と VC（30 秒），b：胸郭拡張差と VC（30 秒），c：胸郭拡張差と ERV（90 秒），d：胸郭拡張差と ERV（90 秒） 
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お，今回は性別による比較は行わなかった．  
胸郭拡張差が 30 秒間のストレッチングで有意

に増加した要因に関しては，その実施時間が筋

機能，つまり胸郭拡張に影響すると考えられる筋

の柔軟性と拡張力としての筋出力に及ぼした影

響が考えられる． Decoster ら 10)のシステマティッ

クレビューによると，筋の柔軟性は 30 秒以上のス

トレッチングで向上し，それ以上の実施時間では，

その効果は変わらないと報告されている．このこ

とから，本研究における 2条件のストレッチングに

おいては，いずれも筋の柔軟性は向上したと考

えられる．加えて，ストレッチングが筋出力に及ぼ

す影響を検討した Kay ら 13)の報告によると，スト

レッチング実施時間が 45 秒を超えると，筋出力

が低下することを示している．したがって，本研

究における 30 秒間のストレッチングでは筋出力

は低下せず，対して 90秒間ではその低下が生じ

たものと考えた．これらの要因から 30 秒間のスト

レッチングによる胸郭拡張差の増大は大胸筋の

柔軟性を改善し，さらに胸郭を拡張させるための

筋出力が保たれた結果によるものと推察された．

一方，90 秒間のストレッチングでは，筋の柔軟性

は向上したものの，筋出力が低下したことで拡張

性に対する影響が相殺された可能性を考えた． 
呼吸機能検査項目の結果としては，30 秒間の

ストレッチングで ERV は 0.09L の減少，IC が

0.08L の増加といったわずかではあるが，有意な

変化が得られた． ERV の減少に関しては，その

変化量と胸郭拡張差との間に相関関係を認めな

かったことから，ERV を規定するとされる胸腔内

圧の影響 14,15)が推測された．しかし，本研究から

はその機序を説明，証明することはできなかった．

また，IC の増加は VC に有意な変化がみられな

かったことから，ERV が減少することによって生じ

たものと考える． 
ERV の減少は，機能的残気量（ functional 

residual capacity，以下 FRC）の低下を意味して

おり，臨床的視点から考察すると興味深い．

COPD でみられる FRC の増加は，IC の減少を引

き起こし吸気努力による呼吸仕事量の増加，呼

吸困難を惹起する．そのため，本研究で得られ

た 30秒間のストレッチングによるERVの減少は，

FRC の減少につながることが予想され，同患者

においては呼吸仕事量や呼吸困難軽減に有効

である可能性を示唆していると考える． 
本研究の制限因子として，対象者が若年健常

者であり，胸郭拡張差の値が大きく，わずかな変

化量にとどまった可能性があること，また，データ

のばらつきが大きかったことが考えられる．また，

本研究のストレッチング方法が肋間筋など，他の

呼吸筋に影響した可能性を否定できないことや，

ストレッチングが実際にどの程度筋に作用し，伸

張を加えることができたかを判断できなかったと

いう点が挙げられる． 
今回の結果から，若年健常者に対する 30 秒

間の SP 上での大胸筋ストレッチングは，有害事

象なく即時的に胸郭拡張差を増大させ，ERV を

減少させることが確認された．この結果より，胸郭

拡張性の制限を有し，FRC の増加がみられるよう

なCOPDなどの慢性呼吸器疾患に，本法が効果

的である可能性が考えられ，換気効率の向上や

呼吸困難軽減につながるものと推察される．また，

本研究で使用した SP は，対象者自身でストレッ

チングを安全に実施できるため，自己練習プログ

ラムの一助となり得る．今後は，胸郭拡張性が低

下していると推測される高齢者や慢性呼吸器疾

患患者を対象に検討する必要がある．また，本

研究では ERV の減少につながる機序は不明で

あるため，その解明のための検討も必要であると

考える． 
 
まとめ 

 
本研究では若年健常者に対する S P 上での大

胸筋を対象としたストレッチングが，胸郭拡張性

及び呼吸機能に対する即時的な影響を検討した．

その結果， 30 秒間のストレッチングは，胸郭拡

張差を増大させ，ERV を減少させることが明らか

となった． 
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関節リウマチ患者に対する関節運動がもたらす 

即時効果の超音波画像検証 

 
田丸恵太郎・西豊 凌 

要旨 

本研究は関節リウマチ（RA）患者の関節運動前後での関節内の変化を超音波画像によって比較し，

リハビリへの超音波画像の有用性を検証するものである．対象は A 大学病院リウマチ・膠原病内科に通

院中の RA 患者 6 名 10 関節である．これらの対象者の圧痛や腫脹を有する関節において，運動前後

で超音波検査と評価を行った．その結果，運動によって関節超音波検査の滑膜肥厚グレードはほぼ不

変で，パワードプラ（PD）グレードは改善が 2関節，不変が 6関節，悪化が 2関節であったが，疼痛 VAS

は不変もしくは悪化であった．PD グレードが改善もしくは不変であっても，疼痛 VAS が悪化した症例の

特徴は，罹病期間が長いことや stage が進行していることであった．以上の結果から，関節超音波検査

における PD モードは RA 患者，特に罹病期間が長い症例や stage が進行した症例のリハビリテーショ

ンを実施する上で，有用な情報を提供することが明らかになった． 

 

はじめに 

 

関節リウマチ（RA）の病態形成には，多くの細

胞やサイトカインなどが関わっている．RA では，

免疫異常によりパンヌスが形成され，炎症性サイ

トカインが分泌される．それにより，滑膜組織が増

殖し，コラーゲンなどの蛋白を分解する酵素であ

るマトリックスメタロプロテアーゼ（MMP）が分泌さ

れ，軟骨が破壊される．また，炎症性サイトカイン

は破骨細胞を活性化するため，関節である骨や

軟骨が破壊される．その結果，図 1 のような関節

の変形が引き起こされる．

 
図 1．RA 患者における手関節の変形 1） 

RA では X 線検査で骨の変化を検出すること

ができるが，滑膜や軟骨の診断をすることはでき

ない．しかし，画像検査は進歩しておりMRI画像

では骨病変とともに，滑膜炎を描出することがで

きる．しかし，費用がかかり，MRI 専用の施設が

必要なため，いつでもどこでもできるわけではな

い．超音波検査は，一画面に一つの関節しか描

出できないが，一回の検査で何か所も検査する

ことができる．MRI 検査と同程度の画像を簡便に

描出することができるため，RA の超早期診断が

可能となることが期待される．また，日本リウマチ

学会の RA 診療ガイドラインでは「RA 患者に対

する運動療法が推奨されている．また，運動負荷

による関節破壊の進行や痛み，疾患活動性の増

加などの有害性は認められない」2）と述べている．

しかしながら，実際 RA 患者に運動療法を実施

する際，関節痛の訴えのために運動療法を継続

することが困難な場合をしばしば経験する．また，
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実際に運動療法介入前後での関節の超音波画

像を比較した研究はなされていない．そこで，本

研究では RA 患者のリハビリ介入前後の画像を

比較することで，どのような変化が関節内に起こ

っているかを調査し，リハビリへの超音波画像の

有用性を検討した． 

 

対象 

 

今回の研究では，A大学病院リウマチ・膠原病

内科外来に通院中の患者で，2010 年の米国リウ

マチ学会/欧州リウマチ学会のリウマチ分類基準 3）

でRAと診断された患者 6名を対象とした．また，

文書により自由意思による同意を得られた患者

に対して研究を行なった．超音波検査は問診に

て，圧痛と腫脹の訴えがあった関節で行った． 

 

研究方法 

 

研究対象者から，年齢・性別の情報や，治療

薬，Steinbrocker のステージ分類，クラス分類，

modified Health Assessment Questionnaire 

(mHAQ) ， DAS28-CRP (Disease Activity 

Score28-C reactive protein)の情報を入手した．

mHAQ とは日常生活における困難の程度を表

す指標で，日常生活で行う動作に関する質問に

対し，0-3 点の 4 段階で回答してもらう．それらの

項目の平均点を出し，点数が高くなるほど日常

生活に困難があることが分かる．DAS28-CRP と

は疾患活動性を表す指標であり，圧痛関節数，

腫脹関節数，CRP，疼痛 VAS をもとに計算し，そ

の計算結果が高いほど，疾患活動性が高い．そ

して，圧痛と腫脹を有する関節において超音波

検査と評価（グレイスケールで滑膜肥厚のグレー

ド分類，パワードプラで血流シグナルのグレード

分類）を行った．次に，手関節および手指の屈伸

運動（自動運動）を 10回行った．その後，同関節

の超音波検査を行い，介入前と比較した． 

次に，先ほど述べた評価ツールを説明する．

グレイスケールという検査モードを用い，滑膜肥

厚の程度を評価する．この評価では，グレードが

0-3 の四段階に分類される．滑膜肥厚がない場

合はグレード0．関節を形成する骨でなす三角部

内に肥厚を認めるが，2 つの骨表面で作る直線

を超えない場合はグレード 1．2 つの骨表面で作

る直線を超えて肥厚を認めるが，関節包を押し

上げる突出がない場合はグレード 2．関節包を押

し上げる突出を認める場合はグレード 3 となる． 

 次にパワードプラモードでの評価方法である．

このモードでは炎症症状をみることが出来る．炎

症が起きている部位には左の写真のように赤い

シグナルが描出される． 

このシグナルがみられない場合はグレード 0．

点状のシグナルが存在する場合はグレード 1．シ

グナルが癒合し，そのシグナルが滑膜の範囲の

1/2 以下であるとグレード 2，1/2 以上であるとグレ

ード 3 となる． 

表 1．滑膜肥厚（グレイスケール）および  

  血流シグナル（パワードプラモード）

のグレード分類 4） 

 
なお，本研究は長崎大学病院臨床研究倫理

委員会にて承認を得て行った（許可番号：

17082136）． 
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結果 

 

1．症例の提示 

関節運動によって PD グレードが改善した例と

悪化した症例の 2 症例を提示する． 

1）症例 1（PD グレード改善例），疼痛悪化例） 

症例 1 の診療情報を表 2 に示す． 

表 2．症例 1 の診療情報 

年齢 70 歳代前半 

性別 女性 

罹患歴 17 年 

Stage Ⅳ 

class 2 

DAS28-CRP 3.26（中等度活動性） 

圧痛関節数 6 

腫脹関節数 3 

CRP 1.2mg/dl 

疼痛 VAS 40/100mm 

mHAQ 0.12（何の困難もない） 

服薬 メトトレキサート 8mg/週，ブ

シラミン１錠，セレコキシブ

１錠 

 

図 2に症例 1のレントゲン画像を示す．多関節

に裂隙の狭小化がみられる．右の母指と示指の

MCP関節には骨びらんがみられ，関節破壊が進

んでいる． 

  
図 2．症例 1 の手のレントゲン画像 

症例 1 の運動前後の超音波画像比較を図 3，

4 に示す．検査部位は左手関節の尺側である．

滑膜肥厚グレードは尺骨頭付近でグレード 2 で

あり，運動前後での変化はなかった．疼痛は悪

化していたが，PD グレードにおいては，滑膜付

近に点状の血流シグナルを認めていたものが，

運動後には消失し改善がみられた． 

図 3．症例 1 の手関節の超音波画像の 

滑膜肥厚グレード 

 
図 4．症例 1 の手関節の超音波画像の 

PD グレード 

 

2）症例 2（PD グレード・疼痛悪化例） 

症例 2 の診療情報を表 3 に示す． 

表 3．症例 2 の診療情報 

年齢 40 歳代前半 

性別 女性 

罹患歴 19 年 

Stage Ⅳ 

class 2 

DAS28-CRP 3.6（中等度活動性） 

圧痛関節数 6 

腫脹関節数 6 

CRP 0.06mg/dl 

疼痛 VAS 30/100mm 

mHAQ 0.125（何の困難もない） 

服薬 プレドニン 2mg，エンブ

レル注射 
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症例 2 の手のレントゲン画像を図 5 に示す．

stageはⅣで，多関節に裂隙の狭小化・関節変形

が見られる． 

 
図 5．症例 2 の手のレントゲン画像 

症例 2 の運動前後の超音波画像比較を図 6，

7 に示す．検査部位は左手関節の尺骨周囲であ

る．滑膜肥厚はグレード 3 であり，運動後にグレ

ード 2に改善した．PDグレードにおいては，滑膜

付近に点状の血流シグナルを認め，運動後には

シグナルが癒合して，グレード 2 に悪化した．疼

痛は運動後に増悪した． 

 
図 6．症例 2 の手関節の関節超音波画像の 

滑膜肥厚グレード 

図 7．症例 2 の手関節の関節超音波画像の  

PD グレード 

 

2．RA 患者 6 症例 10 関節の運動前後での変化 

１）RA 患者 6 症例の診療情報（表 4） 

RA患者 6 症例の診療情報を表 4 にまとめた． 

 

表 4．6 症例 10 関節の診療情報 

症例 6 症例（女性 6 例） 

関節数 10 関節 

年齢（歳） 59.8±16.0 

罹病期間（年） 10.0±5.7 

Stage 分類 Ⅰ：2 例  Ⅳ：4 例 

Class 分類 1：2 例  2：2 例  3：1

例  4：1 例 

DAS28-CRP 4.3±0.9 

圧痛関節数 9.5±6.1 

腫脹関節数 7.3±5.0 

疼痛 VAS（mm） 33.8±11.6 

CRP（mg/dl） 0.6±0.7 

m-HAQ 0.46±0.71 

 

2）運動による関節超音波画像の滑膜肥厚グレー

ドの変化（図 8） 

図8に運動による関節超音波画像の滑膜肥厚

グレードの変化を示す．1 関節のみ改善し，その

ほかの 9 関節は運動前後での変化はなかった．

 
図 8．運動による滑膜肥厚グレードの変化 

 

3）運動による関節超音波画像の PD グレードの

変化（図 9） 

運動による超音波画像の PD グレードの変化

を図 9 に示す．2 関節が改善，2 関節が悪化，そ

のほか 6 関節は変化がなかった． 
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図 9．運動による PD グレードの変化 

 

4）運動による疼痛 VAS の変化（図 10） 

運動による疼痛 VAS の変化を図 10 に示す．

運動後に 3 例は疼痛に変化なかったが，3 例に

おいて疼痛が増強した．疼痛が改善した症例は

なかった． 

 

図 10．運動による疼痛 VAS の変化 

 

5）疼痛の変化とPDグレードの変化の関連（表5） 

疼痛の変化と PD グレードの変化について関

連があるか検討した（表 5）． 

表 5．運動による疼痛 VAS の変化と 

PD グレードの変化の関連 

 
 

 

3 例 5 関節については PD グレード・疼痛いず

れも不変で，1例2関節についてはいずれも悪化

した．しかし，3 例 3 関節については PD グレード

が改善もしくは不変であったのに対して，疼痛は

悪化した．PD グレードが改善もしくは不変であっ

ても，疼痛 VAS が悪化した症例の特徴は，stage

が進行した症例や罹病期間が長い症例であった．

運動前の疾患活動性は関係なかった． 

 

6）stage 分類と疼痛変化の関連（表 6） 

stage 分類と疼痛変化の関連について検討し

た（表 6）．stage が高い症例ほど疼痛が悪化しや

すい傾向にあり，stage がⅠの場合，疼痛が悪化

しにくい可能性があると考えられる．stage 分類と

PD グレードの変化について関連は見られなかっ

た． 

表 6．stage 分類と運動による疼痛 VAS の 

変化との関連  

   
 

7）罹病期間と疼痛の変化の関連（表 7）． 

罹病期間と疼痛の変化について関連があるか

どうかを検討した（表 7）． 

その結果，罹病期間が長ければ長いほど疼痛

が悪化しやすい傾向にあるといえる．これは，罹

病期間が長ければ長いほど変形が進行していく

ことが原因ではないかと考えられる．罹病期間と

PD グレードの変化について関連性はなかった． 
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表 7．罹病期間と運動による疼痛 VAS の 

変化との関連 

 
 

8）DAS28-CRP と疼痛の変化の関連（表 8）． 

 DAS28-CRP と疼痛・PD グレードの変化につい

ての関連について検討した（表 8）．その結果，

DAS28-CRP が高いほど疼痛が悪化する傾向に

あったが，PD グレードの変化とは関連性はなか

った． 

表 8．罹病期間と運動による疼痛 VAS の 

変化との関連

 

  

 

考察 

 

Williams の研究では，「手の運動によって中

長期的な痛みへの影響はなく，有害事象を引き

起こさない．」5）としているが，痛みに対する手の

運動による即時効果については検討されていな

い．村井らは「血流シグナルで悪化を認めない

程度の運動介入により，長期的な疼痛軽減効果

が得られた．」6）と述べている．単回の運動を実

施した本研究では，血流シグナルで悪化を認め

ない程度の運動でも疼痛悪化効果を示した例が

あった．疼痛が悪化した関節は罹病期間が長く，

stage が進行した症例であった．先行研究と今回

の研究結果から，運動により疼痛が強くなっても，

PD シグナルが悪化しなければ，長期的には疼

痛改善効果が得られる可能性があると考える． 

Ingrid らは、「関節リウマチ患者では、運動によ

り全身性炎症は低減する。」7）と述べている。高

田らは、「中～高疾患活動性の患者においても，

運動介入により，DAS28-CRP が有意に低下する」

8）と述べている。本研究では、炎症を示す PD シ

グナルが改善する関節も、悪化する関節もあっ

た。運動による PD シグナルの変化は stage や疾

患活動性との関連がなく、予測することは困難で

ある。したがって、リハビリを施行する際は、関節

ごとに運動による即時的効果をエコーなどで客

観的に把握することによってリハビリ効果が向上

することが期待された。 

今回の研究結果から，RA 患者に対して運動

を行うと PD シグナルが改善もしくは不変，もしく

は増強する場合があった．PD シグナルの増強は

炎症の悪化を意味するため，PD シグナルが増

強する関節への運動は適切でないことが示唆さ

れた．また，PD シグナルが改善もしくは不変であ

った関節のうち，疼痛が不変であった関節に関し

てはガイドラインでも言われているように，運動を

積極的に行うべきであると考えられる．さらに疼

痛が悪化した症例に関しては stage が進行もしく

は罹病期間が長い症例であったため，これは関

節変形由来の炎症や罹病期間が長いことによる

慢性疼痛が原因となっていることが予想された． 

de Matos Brunelli Braghin R らによると「OA 患

者に対する運動は疼痛軽減効果がある」9）と述べ

ているため，これらの症例にも積極的な運動を行

うべきであると考えられる． 
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図 11．RA のリハビリにおける関節超音波検査の応用 

 

結論 

 

関節超音波検査は，疼痛を有する罹病期間

が長い症例や stage が進行した症例において運

動療法の適否を決定する際に有用であることが

明らかになった． 

また，中～高疾患活動性の RA においても関

節超音波検査によって関節の状態を客観的に

把握することによって運動療法を安全に有効に

実施することが期待されると考える． 

 

 

 

しかしながら，運動療法の抗炎症効果が得ら

れる決定要因の探究と運動療法の長期的な痛

軽減効果の評価が今後の課題として挙げられ

た． 
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介護予防教室に参加する高齢者の運動習慣 

及び社会活動に関連する要因の検討 

 
萩原 駿一 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ．はじめに 
 
 わが国の高齢化率は 27.7%であり，被保険者

の要支援・要介護認定率は65~75歳で4.3％，75
歳以上では 32.5％¹⁾と後期高齢者になると認定

率が大きく上昇している．そのため，わが国では

介護保険制度の財政面の維持のために介護予

防を始めとした事業を展開し，最近では自立支

援に向けた包括的ケアシステムの構築を目指し

ている． 
 介護予防事業については平成 18 年度の介護

保険法改正から，全高齢者を対象とした一次予

防や特定高齢者を対象とした二次予防として，

運動教室などが始まった．平成 27年度の改正で

は介護予防･日常生活支援総合事業（総合事

業) となり，運動を中心とした高齢者の集いの場

としてのサロンなどが強調されている．このような

教室等では月に数回の集いの場で保健師や理

学療法士などが指導によるストレッチや筋力トレ

ーニング，体操といった運動が行われている． 
 運動が身体機能の維持や向上への効果があ 
ることは周知の事実と言える．地域在住高齢者を 

 
対象とした運動継続の効果を検討した先行研究

では，西岡らは身体機能の維持²⁾，吉田らは抑う

つの抑制について効果がある³⁾と報告している．

厚生労働省では健康づくりのために，高齢者(65
歳以上)は10メッツ・時/週の活動，つまり，強度を

問わず，毎日 40 分の身体活動を行うことを推奨

している⁴⁾．教室参加者においても運動習慣を

つける必要がある． 
 次に，高齢者の要介護状態に繋がる原因は脳

卒中や認知症といった疾患に次いで，「高齢によ

る虚弱」が多い¹⁾．これに関して，日本老年医学

会が提唱した「フレイル」という概念がある⁵⁾．これ

は加齢による様々な機能変化や予備能力の低

下による虚弱性が増加した状態とされ，可逆性

で再び健康に戻る可能性があり，介護予防，機

能の維持や向上を図ることが可能であるとしてい

る．⁶⁾この概念は身体面，認知面，社会面の 3 つ

の面で表現され，それぞれ身体面は低栄養，転

倒，嚥下摂食の機能低下，認知面は認知機能

や意欲判断力の低下，抑うつ，社会面は閉じこも

り，社会交流の減少などが当てはまる．フレイル

高齢者の場合は，一つの面の障害が複数の面

要旨 
介護予防教室に参加する高齢者の運動習慣と社会活動に着目し，アンケート調査より，運動習慣

と社会活動に関連する要因を分析し，介護予防教室の効果を考察することを目的とした．介護予防

教室参加者の状況は，運動習慣のある人が多く，社会活動も外出頻度，学習活動や趣味活動の参

加，人との関わりが多い状況であった．統計解析の結果，運動習慣は介護予防教室の参加年数が 5
年以上，5 年未満と関連し，社会活動においては，外出頻度が週 4 日以上と週 3 日以下と家族形態

と関連していた．また，学習活動と教室参加年数では有意差はないものの学習活動を行っている人

は，教室参加年数が 5 年以上の人が多い傾向であった．従って介護予防教室の参加継続によって

運動習慣や社会活動に繋がっているものと考えられた．介護予防教室の参加継続を通して運動習

慣や学習活動，人との関わり，社会活動に繋がっており，身体的，認知的，社会的からのフレイル予

防そして健康的な生活に繋がるものと考える． 
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の障害につながる．そのため，それぞれの面で

のフレイルの選定や評価が重要である． 
 先行研究では，身体的フレイルは国際的な概

念 が 共 通 理 解 さ れ て お り ， Fried ら の

Cardiovascular Health Study(CHS)の判定指標が

用いられ一つの基準となっている⁷⁾．Satake らは

日本の現状に合わせて改良を加え，体重減少,
握力,疲労感,歩行速度,身体活動量の評価によ

る J-CHS 基準を発表した⁸⁾．Yamada らはこの基

準を用いた一般高齢者を対象とした検討で，2年
後の要介護移行率と関連している⁹⁾ことを報告し

た．また，認知的フレイルについては国際コンセ

ンサスカンファレンスにて定義づけされており，

MMSE の低下はフレイルや身体機能低下と関連

している¹⁰，¹¹⁾ことが示されているなど，研究が進

められている．しかし，社会的フレイルについて

は国際的な基準が確立されておらず，様々な評

価方法による研究¹²，¹³⁾が散見される状況である．

介護予防の観点では，社会的フレイルも重要な

要素として社会活動や人との関わりを把握する

必要があると思われる． 
 以上より，今回の研究目的は介護予防の観点

より介護予防教室に参加する地域在住高齢者を

対象に運動習慣，社会活動に関する調査を行い，

それぞれに関連する要因を分析し，介護予防教

室の効果を考察することである． 
 
 
Ⅱ．方法と対象 
 
(1)研究方法 
 長崎市の介護予防教室に参加する高齢者 88
名を対象に運動習慣と社会活動に関して自記式

アンケートを行った．アンケート内容は，年齢，性

別，家族形態，仕事の有無などの基本情報，介

護予防教室の参加年数や参加理由，教室以外

での運動の頻度，継続期間，運動習慣の有無．

社会活動項目として，外出頻度，自治会やボラ

ンティア等の地域活動，買い物やレク等の趣味

活動，勉強会サークル等の学習活動，話す機会

や訪問頻度などとした．なお，運動は 30 分程度

の運動を基本とし，運動習慣の有無は国民健

康・栄養調査の基準 「1回30分以上の運動を週

2 回以上実施し，一年以上継続している」¹⁴⁾に

従った．外出頻度は，「ほぼ毎日，週 4～5 日，週

2～3 日，週に 1 日，月に 1～3 回，ほとんど外出

しない」で回答し，社会活動の地域活動，趣味活

動，学習活動は「いつもする，時々する，あまりし

ない，全くしない」の４つの選択肢で，社会活動

の話す機会は「ほぼ毎日，週に 3,4 度，週に 1,2
度，ほとんど話さない」，訪問頻度は「ほぼ毎日，

週に 1 度，月に 1 度，ほとんどない」の 4 つの選

択肢で回答してもらった． 
(2)分析方法 
 運動習慣及び社会活動の項目と基本情報，介

護予防教室参加年数との関連性を JMP Pro14 を

用い，カイ二乗検定にて検討した．なお，介護予

防教室の参加年数は便宜的に「5 年以上，5 年

未満」の 2 群に，外出頻度は「週に 4 回以上，週

に 3 回以下」の 2 群に，社会活動については「参

加する，参加しない」，話す機会は「週に 3 度以

上，週に 2 度以下」，訪問頻度は「週に 1 度以上，

週に 1 度未満」の 2 群に区分した． 
 
 
Ⅲ．結果 
 
⒈アンケートの集計結果 
(1)分析対象者の基本情報 
 分析対象者は，アンケートの回答に不備の無

かった 71 名である．女性が 66 名 (93.0%)，男性

が 5 名 (7.0%)で，平均年齢は 78.6±5.7 歳で，女

性は 78.3±5.7 歳，男性は 81.6±4.9 歳であった．

家族構成は独居27名 (38.0%)，夫婦二人暮らし

21 名 (29.6%)，二世帯，三世帯など含めたその

他 23 名 (32.4%)，通院治療中の疾患は有り 63
名 (88.7%)，無し 8 名 (11.3%)であり，仕事は有

り 5 名 (7.0%)，無し 66 名 (93.0%)であった (表
1)． 
(2)介護予防教室の参加状況 
 介護予防教室の参加状況は，参加年数 5 年以

上が 38 名 (53.5%)．3~5 年，1～3 年はそれぞれ

14 名 (19.7%)であった．介護予防教室への参加

目的は上位から体を動かすが 64名 (90.1%)，参
加者との会話が 39 名 (54.9%)，健康や生活の

情報を得るが 37 名 (52.1%)であった (表 2)． 
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対象者数 71 名(女性 66 名 男性 5 名) 

平均年齢

(歳) 
81.6±5.7 
(女性 78.3±5.7 男性 81.6±4.9) 

家族構成 独居 27 名 (38.0%) 

夫婦二人 21 名 (29.6%) 

その他 23 名 (32.4%) 

通院治療

中の疾患 
有 63 名 (88.7%) 

無 8 名 (11.3%) 

仕事 有 5 名 (7.0%) 

無 66 名 (93.0%) 

 
参加年数 5 年以上 38 名 (53.5%) 

3～5 年 14 名 (19.7%) 

1～3 年 14 名 (19.7%) 

6 か月～1 年 4 名 (5.6%) 

6 か月以内 1 名 (1.4%) 

参加目的 
(5 つまで

複数回答

可) 

体を動かす 64 名 (90.1%) 

参加者との会

話 
39 名 (54.9%) 

健康や生活

の情報を得る 
37 名 (52.1%) 

趣味やレクが

楽しいから 
35 名 (49.3%) 

友人に会うた

め 
28 名 (39.4%) 

気分転換の

ため 
27 名 (38.0%) 

友人を作る 14 名 (19.7%) 

自治会や老

人会の活動

に役立つ 

9 名 (12.7%) 

近所の助け

合い 
6 名 (8.5%) 

生活のスケジ

ュールとして 
5 名 (7.0%) 

新しい趣味を

作るため 
4 名 (5.6%) 

 
運動頻度 週に3回以上 32 名 (45.1%) 

週に 2 回 16 名 (22.5%)  

週に 1 回 10 名 (14.1%) 

月に 1～3 回 5 名 (7.0%) 

年に 3～4 回 1 名 (1.4%) 

ほとんど行わ

ない 
7 名 (9.9%) 

運動継続

期間 
1 年以上 51 名 (79.7%) 

6 か月～1 年 9 名 (14.1%) 

3～6 ヵ月 0 名 (0.0%) 

1～3 ヵ月 1 名 (1.6%) 

1 ヵ月以内 3 名 (4.7%) 

運動習慣 有 39 名 (54.9%) 

無 32 名 (45.1%) 

 
(3)介護予防教室以外の運動の状況 
 介護予防教室以外での運動の状況について

は，運動頻度は週に 3 回以上が 32 名 (45.1%)，
週に 2 回が 16 名 (22.5%)，週に 1 回が 10 名 
(14.1%)であった．運動継続期間は 1 年以上が

51 名 (79.1%)であった．これらの結果より，運動

習慣有りが 39 名 (54.9%)であった (表 3)． 
(4)社会活動の状況 
 外出頻度はほぼ毎日は 22 名 (31.0%)，週 4~5
日が 24 名  (33.8%)，週に 2~3 日が 19 名 
(26.8%)であった．地域活動はいつもする 20 名 
(28.2%)，時々する 26 名 (36.6%)，あまりしない

12 名(16.9%)，全くしない 13 名(18.3%)，趣味活

動ではいつもする 22 名 (31.0%)，時々する 36
名 (50.7%)，あまりしない 10 名 (14.1%)，全くし

ない 3 名(4.2%)，学習活動はいつもする 10 名 
(14.1%)，時々する 39 名 (54.9%)，あまりしない

15名 (21.1%)，全くしない 7名 (9.9%)であった．

地域･趣味・学習の活動全てでいつもまたは時々

するという回答が 60%以上となっており，活動的

であることが伺われた．また，人との関わりである

話す機会は，ほぼ毎日 29 名 (40.8%)，週に 3，4
回 30 名 (42.3%)，週に 1，2 回 10 名 (14.1%)，

表 1 分析対象者の基本情報 

表 2 介護予防教室の参加状況 

表 3 教室以外での運動の状況 
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ほとんど話さない 2名 (2.8%)であり，週に 3，4回
以上が 80%以上と会話も多い．訪問頻度はほぼ

毎日 17 名 (23.9%)，週に 1 回 39 名 (54.9%)，
月に 1 回 10 名 (14.1%)，ほとんどない 5 名 
(7.0%)，週に 1 回以上が 70%を超え，訪問頻度

も多い状況である．(表 4) 

 

外出頻度 ほぼ毎日 22 名 (31.0%) 

週 4～5 日 24 名 (33.8%) 

週 2～3 日 19 名 (26.8%) 

週に 1 日 4 名 (5.6%) 

月に 1～3 回 1 名 (1.4%) 

ほとんど外出

しない 
1 名 (1.4%) 

地域活動 いつもする 20 名 (28.2%) 

時々する 26 名 (36.6%) 

あまりしない 12 名 (16.9%) 

全くしない 13 名 (18.3%) 

趣味活動 いつもする 22 名 (31.0%) 

時々する 36 名 (50.7%) 

あまりしない 10 名 (14.1%) 

全くしない 3 名 (4.2%) 

学習活動 いつもする 10 名 (14.1%) 

時々する 39 名 (54.9%) 

あまりしない 15 名 (21.1%) 

全くしない 7 名 (9.9%) 

話す機会 ほぼ毎日 29 名 (40.8%) 

週に 3，4 回 30 名 (42.3%) 

週に 1，2 回 10 名 (14.1%) 

ほとんど話さ

ない 
2 名 (2.8%) 

訪問頻度 ほぼ毎日 17 名 (23.9%) 

週に一回 39 名 (54.9%) 

月に一回 10 名 (14.1%) 

ほとんどない 5 名 (7.0%) 

 
 

⒉統計結果 
 「運動習慣」,「社会活動」について，それぞれ

基本情報などと関連する項目についてカイ二乗

検定を用いて検討した．以下に，関連がみられ

た項目について示す． 
(1)運動習慣に関連する要因 
 運動習慣の有無と教室参加年数 5 年以上と 5
年未満とに関連が認められ，運動習慣がある人

の中では参加年数が 5 年以上の人が多かった 
(χ²=8.585，p=0.0034) (表 5)． 
 (2)社会活動に関連する要因 
 外出頻度が週 4 日以上と週に 3 日以下と家族

形態が独居，夫婦二人，その他とに関連が認め

られ，外出頻度が週に 4 日以上の中で一番多い

のは夫婦二人，週に 3日以下で一番多いのが独

居であった (χ²=6.166，p=0.0458) (表 6-1)． 
 学習活動と教室参加年数では有意差はないも

のの，学習活動を行っている人は，教室参加年

数が 5 年以上の人が多い傾向であった 
(χ²=3.772，p=0.0521) (表 6-2)． 
 
Ⅳ．考察 
 
 本研究は，介護予防教室参加者の運動習慣，

社会活動に関する調査を行い，それぞれ関連す

る要因を分析し，介護予防教室の効果を考察す

ることを目的とした． 
 今回の結果より，介護予防教室に参加している

高齢者の特徴は，ほとんどが女性で治療中の疾

患を有しており，仕事は行っていなかった．教室

参加年数は 5 年以上が半数であり，参加目的は

運動，コミュニケーション，健康や生活のための

情報収集を挙げていた． 
 運動習慣については運動習慣有りが 54.9％で

あった．平成 29 年度国民健康・栄養調査による

65 歳以上の運動習慣有りの割合は 42.2%(女性

39.0%，男性 46.2%)14)である．また昨年の卒業研

究での平成 27 年度長崎県民へのアンケート調

査の結果では，運動頻度週 1 回以上の人は 60
代 62.9％，70 代以上 65.0％であった¹⁵⁾．今回の

結果を運動頻度週 1 回以上に当てはめると，該

当者は 81.7％であり，比較すると運動習慣が有

る人が多い状況であると思われる．それに加え

表 4 社会活動の状況 
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 運動習慣有り 運動習慣無し 

χ² p 値 
n % n % 

教室参加年数 
5 年以上 27 38.0 11 15.5 

8.585 0.0034 
5 年未満 12 16.9 21 29.6 

 
 外出頻度週 4 日以上 外出頻度週 3 日以下 

χ² p 値 
n % n % 

家族形態 

独居 14 19.7 13 18.3 

6.166 0.0458 夫婦二人 18 25.4 3 4.2 

その他 14 19.7 9 12.7 

 
 学習活動 する 学習活動 しない 

χ² p 値 
n % n % 

教室参加年数 
5 年以上 30 42.3 8 11.3 

3.772 0.0521 
5 年未満 19 26.8 14 19.7 

て，教室参加年数が 5年以上の人は運動習慣が

ある人が多いことから，介護予防教室の参加を

継続することで運動習慣に繋がっているものと思

われる． 
 次に社会活動については外出頻度，社会活動，

人との関わりが多い状況であった．外出頻度と家

族構成との関連において，外出頻度は夫婦二人

が多く独居が少ないことから，外出や社会活動に

はパートナーや仲間が必要であると考えられ，先

行研究の親しい友人や仲間の数が社会活動と

関連している¹⁶⁾という結果と一致していた．また，

教室参加年数が 5 年以上で学習活動をしている

人が多いことから，教室の参加目的の中に情報

収集が含まれていたことも合わせて考えると教室

参加継続により学習活動への意欲の維持が促さ

れるものと考えられる．社会活動について，桂ら

は，社会活動が活発な高齢者は，外出等への誘

いやスポーツおよび学習活動への活動参加意

向が高い¹⁷⁾と報告しており，介護予防教室の参

加継続による新たな交流，レクレーションや健康

に関する講座の参加を通して人との関わりや仲

間づくり，学習意欲の向上につながり，結果とし

て社会活動につながるものと考えられた． 
 以上より，介護予防教室の効果は，参加継続を

通して運動習慣や学習活動，人との関わり，社

会活動に繋がり，その結果，フレイルの 3 つの側

面である身体的，認知的，社会的フレイルの予

防とともに健康的な生活の維持に繋がるものと考

える． 
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表 5 運動習慣に関連する要因 

表 6-1 外出頻度に関連する要因 
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低強度の筋収縮運動と温熱刺激の併用が 

痛覚感受性および中枢性疼痛修飾系におよぼす影響 

 
盛田日菜子 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
はじめに 
 
痛みは主観的な感覚であり，理学療法にお

いて対象者の痛みを可能な限り客観的に評価

することは，そのマネジメントを進めるうえで重

要となる．従来，臨床や研究において痛みを評

価する際には Visual analog scale や Numeric 
rating scale などが使用されてきたが，近年では，

痛みを数値化する評価方法として定量的感覚

検査（Quantitative Sensory Testing，以下，

QST）が用いられている．これには，スタティック

QSTとダイナミックQSTがあり，前者は，皮膚に

対する機械刺激や熱刺激，また，骨格筋に対

する圧刺激など，単回の侵害刺激を加えた際

の痛覚閾値や痛覚強度といった主観的な痛覚

感受性を評価する方法である 1)．一方，後者は，

熱刺激や圧刺激を反復して入力した際の反応

を評価する方法であり，その一つに痛みの時

間的加重（Temporal Summation，以下，TS）が
ある．これは，熱刺激や圧刺激などの侵害刺激

を反復して入力した際の痛覚強度の変化を評

価するものであり，一般に，0.3Hz 以上の頻度

で侵害刺激を反復的に入力すると，刺激回数

の増加にしたがって疼痛強度が高まるような反

応を示すことが知られている 2)．このような反応

は，一次侵害受容ニューロンを介して侵害刺

激が繰り返し脊髄に入力されることで，脊髄後

角において二次侵害受容ニューロンである広

域値作動性ニューロンの興奮度が高まるワイン

ドアップ現象を反映していると考えられている．

また，痛みの抑制経路である下行性疼痛抑制

系が賦活化されると，前述のような痛覚強度の

高まりが減少することも知られている 3)．つまり，

痛みの TS は脊髄における侵害刺激の処理，

すなわち，中枢性疼痛修飾系を評価できるとさ

れている．そして，疼痛医学領域では健常人 4, 

5)や変形性膝関節症患者 6)を対象にこれらの

主観的な痛覚感受性や中枢性疼痛修飾系を

指標として運動による疼痛軽減効果が報告さ

れている．   
一方，変形性膝関節症をはじめとした筋骨

格系疼痛を有する患者に対する理学療法介入

では，運動療法を実施する前のコンディショニ

ングとして温熱療法が併用されることが多い．

要旨 
筋骨格系疼痛を有する対象者への理学療法介入では，運動療法を実施する前に温熱療法を併

用することが多い．しかし，そのような介入方法が痛みに対して有効であるか否かについてはほとん

ど検討されていない．そこで，本研究では大腿四頭筋の圧痛閾値を痛覚感受性の指標として，ま

た，痛みの時間的加重（Temporal Summation）を中枢性疼痛修飾系の指標として，低強度の筋収縮

運動と温熱刺激の併用がそれらにおよぼす影響について検討した．その結果，いずれの指標とも実

験期間を通して 3 群間に有意差は認められなかったが，各群における経時的変化をみると，大腿四

頭筋の圧痛閾値は 3 群とも実験開始前と比較して，実験開始 2 週後以降は有意に上昇していた．ま

た，痛みの Temporal Summation は，実験開始前と比べて減衰傾向にあった．以上の結果より，低強

度の筋収縮運動と温熱刺激のいずれも痛覚感受性を低下させることが示唆されたが，それらを併用

しても痛覚感受性や中枢性疼痛修飾系に対する相乗効果は得られないと推察される．  
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前述したように，運動によって痛覚感受性が低

下することや痛みの TS が減衰することは健常

人 4, 5)や変形性膝関節症患者 6)を対象とした先

行研究において明らかにされている．しかし，

温熱療法や運動療法と温熱療法の併用が痛

覚感受性や中枢性疼痛修飾系におよぼす影

響についてはほとんど検討されておらず，広く

臨床で実施されている運動療法と温熱療法の

併用が痛みに有効であるか否かは明らかにさ

れていない． 
そこで本研究では，理学療法の臨床で広く

行われている低強度の筋収縮運動と温熱刺激

の併用が主観的な痛覚感受性ならびに中枢性

疼痛修飾系におよぼす影響について，健常成

人を対象として検討した．  
 
対象と方法 
 
1. 対象者 
健常成人 28名を対象とし，1） 8週間の実験

期間中，低強度の筋収縮運動のみを実施する

群（以下，Exercise 群），2）実験期間中，温熱

刺激のみを負荷する群（以下，Heat 群），3）実
験期間中，筋収縮運動と温熱刺激を併用する

群（以下，Exercise + Heat 群）の 3 群に無作為

に振り分けた．なお，下肢の整形外科疾患の

既往がある者，末梢神経障害を有する者，鎮

痛薬や睡眠薬などを使用している者，定期的

な運動習慣がある者は本研究の対象者から除

外した． 
 
2. 低強度筋収縮運動の実施方法 
 Exercise 群の対象者には，以下の方法にて

低強度の筋収縮運動を実施した．股関節およ

び膝関節 90°屈曲位の端座位とし，非利き脚の

下腿遠位部を自作の筋力測定器に固定するこ

とで大腿四頭筋の等尺性筋収縮運動を実施し

た．運動強度は最大随意収縮の 30%とし，1 セ

ット 30 回，1 日 3 セット，週 3 日の頻度で実施し

た．なお，運動強度を設定するための最大膝

伸展筋力は，2 週毎にハンドヘルドダイナモメ

ーターを用いて評価した． 
 
3. 温熱刺激の負荷方法 

 Heat 群および Exercise + Heat 群の対象者へ

の温熱負荷には，市販の電気式湿性ホットパッ

ク（フィットアンポ，丸央産業株式会社）を用い

た．具体的には，対象者を背臥位とし，電気式

湿性ホットパックで非利き脚の大腿部を覆うこと

で温熱刺激を負荷した．なお，大腿部以外から

の熱放散を抑制するために下腿部はタオルで

覆い，足部には靴下を着用した．温熱刺激の

負荷時間は 60 分とし，週 3 回の頻度で実施し

た．なお，この予備実験として本方法での温熱

刺激による皮膚温の変化について検討してお

り，その結果，温熱刺激開始後 10 分で約 38℃
に達し，その後は緩やかに上昇し，開始 50 分

後には 39.5℃に達していた． 
 
4. 筋収縮運動と温熱刺激の併用方法 
 Exercise + Heat 群の対象者には以下の方法

にて，筋収縮運動と温熱刺激を負荷した．まず，

前述した方法にて温熱刺激を 30 分間負荷した

後，大腿部の温熱刺激を負荷したまま状態で，

筋収縮運動を実施した．筋収縮運動の実施方

法は前述したとおりである．そして，温熱刺激

は負荷開始から 60 分が経過した時点で終了し

た．筋収縮運動と温熱刺激の併用についても

週 3 回の頻度で実施した．  
 
5． 評価項目 
1） 基本属性 
各群の対象者の基本属性として，年齢，性

別，身長，体重を測定した．なお，体重につい

ては，実験開始前および実験開始 2，4，8週後

に測定した．  
 
2） 大腿四頭筋の圧痛閾値 
 大腿四頭筋の筋圧痛閾値の測定は，市販の

デジタルフォースゲージ（RZ-100，アイコーエ

ンジニアリング株式会社）を用いて実施した．

具体的には，上前腸骨棘と膝蓋骨上縁を結ぶ

直線上の遠位 1/4 の部位を刺激点とし，デジタ

ルフォースゲージを垂直にあて，約 3 N/s の加

速度で圧刺激を加えていき，対象者が痛みを

感じた際の圧力値（N）を圧痛閾値とした．なお，

測定は3回行い，その平均値を圧痛閾値として

採用した． 
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3） 大腿四頭筋の圧痛強度 
 圧痛強度は，前述した方法で計測した圧痛

閾値の 120%の強度で圧刺激を加え際の VAS
値を圧痛強度とした．なお，測定は 3 回実施し，

その平均値を圧痛強度として採用した． 
 
4） 痛みの Temporal Summation （TS） 
膝蓋骨上縁と上前腸骨棘を結ぶ直線上の

遠位1/4の部位を刺激点とし，各対象者の圧痛

閾値の 120%の強度でデジタルフォースゲージ

を垂直にあて，0.5㎐の間隔，すなわち 2秒に 1
回の頻度で圧刺激を連続 10 回加え，各刺激

時の圧痛強度を VAS にて評価した．そして，2
回目以降の各回の VAS 値から初回の VAS 値

の差し引いた値，すなわち VAS の変化量を算

出し，これらを合計した値を TS magnitudeと定
義し，各評価時における群間比較ならびに群

内における経時的変化の比較に用いた． 
 
6. 統計学的解析 
各群の性別，非利き足については χ 二乗検

定を適用した．また，各評価時期における群間

の比較には，一元配置分散分析を適用した．

さらに，各群内における経時的変化の比較に

ついては反復測定分散分析を適用した．なお，

すべて有意水準は 5%未満とした． 
 
結果 
 
1. 実験開始前の各群の比較 
 実験開始時の各群の基本属性ならびに膝伸

展筋力，圧痛閾値，圧痛強度を表 1 に示す．

男女比，利き脚，身長，体重ともに 3 群間に有

意差は認められなかったが，BMI については

Heat 群と比べて Heat + Exercise 群は有意に高

値を示した．また，膝伸展筋力，圧痛閾値，圧

痛強度，TS magnitude とも 3 群間に有意差は

認められなかった． 
 
2. 膝伸展筋力 
 各評価時における膝伸展筋力を体重で標準

化して比較したところ，いずれの評価時におい

ても 3 群間に有意差を認めなかった．また，各

群の経時的変化についても有意差は認められ

なかった（図 1）． 
 
3. 大腿四頭筋の圧痛閾値 
 各群の大腿四頭筋の圧痛閾値の経時的な変

化をみると，3 群とも実験開始前と比較して実

験開始 2，4，8 週後はいずれも有意に高値を

示した．ただ，実験開始 2 週目以降は実験期

間の延長に伴う有意な上昇は認められなかっ

た．また，各評価時において3群間に有意差は

認められなかった．（図 2）． 
 
4. 大腿四頭筋の圧痛強度 
 各群の大腿四頭筋の圧痛強度の経時的な変

化をみると，Heat 群とExercise + Heat 群では実

験開始前と比べて実験開始4，8週後で有意に

高値を示し，Exercise 群では実験開始 8 週後

において有意に高値を示した．ただ，実験開

始 2 週目以降は実験期間の延長に伴う有意な

上昇は認められなかった．また，各評価時にお

いて 3 群間に有意差は認められなかった（図

3）． 
 
5. 痛みの Temporal Summation （TS） 
 各群の痛みのTSは，3群とも実験開始時と比

較して，実験開始 2，4，8 週後とも減衰傾向に

あった．次に，VAS 値の変化量の合計である 

magnitude を算出し，各群内で経時的な変化を

検討したところ，有意差は認められなかった．ま

た，各評価時において 3 群間に有意差は認め

られなかった（図 4，5）． 
 
 

 
 
 
 

表 1 実験開始時の各群の比較 
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図 1 膝伸展筋力 
平均値±標準誤差． 

図 2 大腿四頭筋の圧痛閾値 
平均値±標準誤差． 

図 3 大腿四頭筋の圧痛強度 
平均値±標準誤差． 

図 4 Temporal Summation 
平均値±標準誤差． 
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考察 
 
 理学療法の臨床では，筋骨格系疼痛を有す

る対象者への介入として，運動療法を実施する

前に温熱療法を併用することが多い．ただ，そ

のような介入方法が痛みにおよぼす影響につ

いては，これまでほとんど検討されていない．

そこで，本研究では，低強度の筋収縮運動と

温熱刺激の併用が痛覚感受性および中枢性

疼痛修飾系におよぼす影響について，健常成

人を対象として検討した． 
 まず，実験開始時の各群の基本属性，圧痛

閾値，圧痛強度，TS magnitude に有意差は認

められなかったことから，本研究の実験開始時

における各群の対象者の特性については同等

であったといえる．また，低強度の筋収縮運動

を負荷した Exercise 群および Heat + Exercise
群の膝伸展筋力は，実験期間を通して経時的

な変化が認められておらず，今回採用した条

件での筋収縮運動は筋力増強効果がない低

強度の運動であったことが確認された． 
次に，痛覚感受性におよぼす影響について

みると，3 群ともに実験開始前と比べて実験開

始 2週目以降において有意な痛覚閾値の上昇

が認められた．低強度の等尺性収縮運動によ

る痛覚閾値の上昇は，多くの先行研究で報告

されており，例えば，Vaegter ら 5)の先行研究で

は，最大随意収縮の 30%の運動強度で大腿四

頭筋の等尺性収縮運動を 3 分間実施すると，

運動実施前の圧痛閾値と比較して運動実施直

後では約 20%上昇し，運動終了 15 分後にお

いても約 10%上昇することが報告されている．

本研究における Exercise 群の圧痛閾値は，実

験開始前と比べて実験開始 2 週後では 28.5%
上昇しており，運動を継続したことで痛覚感受

性が上昇したのではないかと考えられる．一方，

Heat 群の結果より，温熱刺激を継続的に負荷

するだけでも圧痛閾値が上昇する可能性が示

唆された．一般に，温熱療法による痛みの軽減

効果のメカニズムについては明らかにされてい

ない点が多いが，血管拡張に伴う血流増加や

筋リラクセーションが図られることで痛みの悪循

環が断ち切られることが考えられている．実際，

変形性膝関節症患者を対象とした Seto ら 7)の

先行研究では，湿性ホットパックのみを 2 週間

継続して適用すると，VAS が低下することが示

されている．しかし，本研究における対象者は

痛みを有しない健常者であり，前述のようなメカ

ニズムによって圧痛閾値が上昇した可能性は

考えにくい．本研究で認められた Heat 群にお

ける圧痛閾値の上昇のメカニズムについては

不明であり，今後の検討課題である．そして，

Heat + Exercise群においてもExercise群，Heat
群と同様に圧痛閾値の上昇が認められたもの

の，他の 2 群と同程度だった．つまり，今回の

結果からは低強度の筋収縮運動と温熱刺激の

併用による痛覚感受性に対する相乗効果は乏

しいと考えられる． 
一方，圧痛強度について，実験開始前と比

較して，Exercise 群では実験開始 8 週後にお

図 5 TS magnitude  
平均値±標準誤差． 
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いてHeat 群とExercise + Heat 群では実験開始

4 週後以降において圧痛強度の有意な上昇が

認められた．本研究では，圧痛強度を評価す

る際には圧痛閾値の 120%の強度で圧刺激を

加えている．そのため，圧痛強度は圧痛閾値

の変動に依存する可能性が考えられ，各群の

圧痛閾値の変化をみると，有意差を認めないも

のの経時的に上昇傾向にあり，これに伴い圧

痛強度を測定する際の圧刺激が増加したこと

が影響しているのではないかと考えられる． 
次に，中枢性疼痛修飾系におよぼす影響に

ついてみると，TS magnitude は 3 群とも実験開

始前と比べて実験開始後で有意差を認めず，

また，実験開始後も各評価時において 3 群間

で有意差は認められなかった．TS は反復して

入力される侵害刺激に対する脊髄における反

応性を示す現象であり，上行性の侵害刺激入

力を増幅させる中枢性疼痛修飾系の機能を反

映するとされている．つまり，今回の運動条件

および温熱刺激の条件では中枢性疼痛修飾

系への影響は少なく，それらを併用しても相乗

効果は得られないものと推察される．最大随意

収縮の 30%の運動強度で行う大腿四頭筋の等

尺性収縮運動が圧刺激による痛みの TS にお

よぼす影響について検討した先行研究 5)では，

運動終了 15 分後に有意な TS の減衰を認めて

いるものの，その変化量は運動実施前の 10%
に満たない程度である．また，変形性膝関節症

患者を対象とした Koltyn ら 8)の先行研究では，

週 3回の頻度で 12週間運動療法を継続すると，

圧刺激に対する痛みの TS が約 20%減衰して

いる．これらの先行研究と本研究とは痛みの

TS の解析方法が異なるため直接的な比較は

できないものの，本研究における各群の TS 
magnitude の変化をみると先行研究と同程度の

減衰を示しているのではないかと考えられる．

ただ，先行研究と比べて本研究における対象

者は各群 10 人程度と少なく，このことが統計学

的解析の結果に影響をおよぼしている可能性

が考えられる．したがって，今後は各群の対象

者数を増やし，再検討する必要がある．また，

本研究では，いずれの介入も行わない対照群

を設定しておらず，この点も本研究の限界であ

り，今後の検討課題である． 
本研究の結果からは，低強度の筋収縮運動

と温熱刺激を併用しても痛覚感受性や中枢性

疼痛修飾系におよぼす影響は，それぞれを単

独で実施した場合と大差ないと推察される．筋

骨格系疼痛を有する患者では，身体活動量活

動が低下することで不活動症候群を呈している

ことが少なくなく，運動療法を行う前のコンディ

ショニングとして温熱療法が有効なケースもあ

る．ただ，受動的な治療であり，患者が依存し

てしまう可能性もあるため，長期間にわたり漠

然と温熱療法を併用することは避け，運動療法

を主体として身体活動量を向上させるような介

入を進める必要があると考えられる． 
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乳幼児のハイハイ動作における 

運動学習の多様性に関する研究 
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Ⅰ．はじめに 

ヒトの運動発達過程における中枢神経系の発

達論 1)に基づくと，胎児期では，受精後 17 週時

点において大脳での神経細胞の産出が完了に

近づき，大脳の神経細胞数はこの時期に最大と

なる．これ以降は生涯を通じて減少していくが，

新生児では，脳の細胞数はすでに成人とほぼ等

しい．しかしながら，新生児の脳の重量は成人に

比べて約 1/3～1/4 と小さく，成人のような運動行

動は不可能である．これは脳の神経発達（脳内

ネットワーク）が未熟だからだといえる．そもそも

神経発達とは主に 2 つの要素から構成されてい

る．1 つは神経の髄鞘化（ミエリン化）であり，これ

は 20 歳頃まで続く．もう一つはシナプス形成で，

これは 1～3 歳頃まで増加し，過剰なシナプス密

度となった後に減少していく．Edelman2)の神経

細胞群選択説（The Neuronal Group Selection 
Theory : NGST）では，脳内での莫大なシナプス

形成後，必要な神経回路が選択され総数が減

少していく過程を伴うとしている．つまり，出生後，

一時的に増加した脳内ネットワークのうち，不必

要なネットワークが削除されていく（刈り込み）こと

で，より目的に応じた運動が可能となってくる．ま

た，NGST によると，この神経ネットワークが削除

される過程に対して強く影響を与えるのが乳幼

児の周囲の環境である．そのため，乳幼児の運

動発達には「多様性」がみられる．Minja3)は「運

動発達とは，移行の段階を伴った非直線的なプ

ロセスであり，多くの因子の影響を受ける．その

因子は児の持つ内在的な特徴から，住宅環境，

児に多くの経験を与える保護者の存在，おもち

ゃの存在などまで多岐にわたる．」と述べている．

また Keila ら 4)は「乳幼児の運動発達には家族構

成やホームアフォーダンスだけでなく，母体の健

康要因（うつ病や社会的暴力，栄養状態）なども

関与する」と述べている．これらの先行研究は乳

幼児の運動発達における多様性を示唆してい

る． 
これまで当研究室では乳幼児のハイハイ動作

について研究を進めてきた．ハイハイ動作は乳

幼児が歩行獲得以前に身につける移動手段で，

ずり這いから四つ這いへと移行するにつれ重心

は高くなり，支持面積は減少する．また上下肢の

体重支持と体重移動が同時に起こり，相反性の

肢運動や上下肢の対角線上の同時運動が起こ

り始める．すなわち，ハイハイ動作とは，運動学

要旨 
本研究では，乳幼児のハイハイ動作において運動発達の多様性がみられるのか，また，ずり這い

から四つ這い，歩行への移行期において乳幼児に共通のバリエーション数が存在するのかを検証し

た．対象はハイハイ時期にある乳幼児である．対象児ごとにハイハイ開始時期から独歩獲得まで 1～
2 週間の間隔を空け継続して撮影を行い，動画をもとに動作のバリエーション数の変化を追った．そ

の結果，バリエーション数が収束するケースや増加し続けるケースなどの様々な型がみられ，ハイハ

イ動作における多様性が示唆された．一方，ハイハイ動作の移行期におけるバリエーション数に規

則性はみられなかったことから，移行期のバリエーション数においても多様性があることが示唆され

た．また同時に，ハイハイ動作の移行に必要な最低限のバリエーション数が存在する可能性や，逆

に，ハイハイ動作のバリエーション数獲得は必要ではないかもしれないという可能性が示唆された． 
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習が非常に盛んに行われる動作である．ハイハ

イ動作に関する先行研究では Adolph ら 5)や

Yang ら 6)などにより，ハイハイ動作の四肢の動き

のパターンやタイミングに関する研究が多くなさ

れてきた．しかし今回の研究テーマである「多様

性」という観点からハイハイ動作を検証した研究

はほとんど報告されていない．そこで我々は「乳

幼児のハイハイ動作においても多様性がみられ

るのではないか」という仮説を立てた． 
また，運動発達の多様性を検証するにあたっ

て必要なのが“バリエーション”という概念である．

バリエーションとは「乳幼児が実際に使っている

動きの数でありレパートリー（乳幼児が生まれつ

き持っている動きや経験をもとに蓄積されていく

内在的なもの）の中から適切と思われる動きを選

択し、時には偶発的な動きから新たに生み出し

ていく外在的なもの」と定義されている．Mijna7)

は，「非定型発達児では，バリエーション数やレ

パートリー数が脳内の何らかの異常によって制

限されるため，定型発達児と同様の運動発達が

困難になる」と述べている．さらに，乳幼児期から

動作のレパートリー数、バリエーション数を調べ

ていくことが非定型発達児の早期発見につなが

るという可能性を示唆している．そこで我々は，

ハイハイ動作において「ずり這いから四つ這い，

歩行への移行にはある一定のバリエーション数

の獲得が必要なのではないか」という仮説を立て

た． 
そこで本研究では，ハイハイ時期の乳幼児を

対象に，ハイハイ動作においても多様性がみら

れるのか，また，ずり這いから四つ這い，歩行へ

の移行に必要なバリエーション数を検証すること

を目的とした． 
 
Ⅱ．対象と方法 

１．対象 
本研究の目的・方法を説明し，研究への協力

に保護者の同意を得られた A 市内の保育園に

通う月齢 8 か月から 1 歳 3 か月の乳幼児で，特

に整形外科学的・神経学的な疾患を指摘されて

いない 29 名を対象とした． 
2．方法 

IP カメラ 6 台を用いて前後左右と上方の 6 方

向から同時にハイハイ動作を撮影した．撮影は 1

～2 週間の間隔を空け，研究参加への同意が得

られてから独歩獲得まで継続して実施した．動画

編集では，対象児が，左（または右）上肢が床か

ら離れた時点から，移動のための体幹の動きが

みられ，再び左（または右）上肢が床から離れる

までを１サイクルとして，毎回 10 サイクル前後を

動画に収めて編集した （図 1 参照）．撮影動画

の分析には当研究室が開発した「ハイハイ動作

分析基準（第 6 版）」8)を用いて動作をコード化し

た （図 2 参照）．そして各体節（上肢・下肢・頭

部・体幹）の動作のバリエーション数（コードの種

類の数）の出現回数を集積し，日齢でのバリエー

ション数の推移と乳幼児間での比較を行った．な

お，バリエーション数の集積にあたっては，撮影

日に見られたバリエーション数をただカウントする

のではなく，前回の撮影日までに見られたバリエ

ーション数に加算する形をとり，バリエーション数

（バリエーションの種類の数）の蓄積の推移を追

った （図 3 参照）． 

 
 

 
 
  
 

図１ 動画撮影・編集の流れ 
 

図 2 動画分析（コード化）の流れ 
上図は上肢における動作評価の例（一部抜粋）． 
例えば，項目Ⅰ-1 が四つ這い，項目Ⅰ-2 が手支持

（右），項目Ⅰ-3 が手支持（左）の場合，「２１１」という

コードになる．そして上肢・下肢・頭部・体幹それぞれ

のコードをつなぎ合わせ 1 つのバリエーションとした． 
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Ⅲ．結果 
撮影期間中に体調不良や転園により撮影が

実施できずデータが不足した 17 名を除外し，計

12 名の対象児のデータを分析対象とした． 
表 1 は，ずり這いから四つ這い，歩行への

移行時点におけるバリエーション数と日齢をま

とめたものである．ずり這いから四つ這いに移 
行したケースでは，移行時点での日齢，バリエ

ーション数ともにばらつきがみられた．歩行へ

の移行時点（撮影最終日）での日齢の平均値

は 408 日であり，バリエーション数においては

最小値が 16 （case20），最大値が 40 （case28）
とばらつきがみられた． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 データ集積の流れ 
一番左の列は撮影初日（日齢Ｘ日）に見

られたバリエーション．そのひとつ右の

列は撮影二回目（日齢Ｙ日）に見られた

バリエーションを撮影初日のバリエーシ

ョンに足したもの．このようにして蓄積さ

れたバリエーションの種類の数を追っ

た． 

表 1 ずり這い⇒四つ這い，歩行への移行時のバリエーション数と日齢 
※case8,10,25,29 は終始四つ這い，case28 は終始ずり這い． 
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図 4-1,4-2 に全 12 ケースの変化を示す。

縦軸がバリエーション数，横軸が日齢であり，

目盛りは全例共通となるようにグラフ化した．

撮影開始は同意が得られた時点であったた

め，すでに四つ這いを開始している対象もい

た。一方，1 例は四つ這いを経ずに独歩に

至った。四つ這いへの移行時期，独歩の開

始時期には個人差が大きかった。 

グラフの形状を見ると，case8 のようにバリ

エーション数が収束する型，case10 のように

バリエーション数が一度収束して再び増加す

る型，case27 のようにバリエーション数が曲線

を描くように増加する型，case28 のようにバリ

エーション数が増加し続ける型など各対象児

によって多様な変化が見られた 

 
 
 
 
  

図 4-1 
※グラフの縦線はずり這いから四つ這いへの移行時点を指す． 
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Ⅳ．考察 

本研究における対象児の歩行移行時点の日

齢は最も遅かったもので 490 日であり，これは定

型発達児の独歩獲得時期（1 歳～1 歳 3 か月頃）

にほぼ一致する．9)そのため，本時点ではすべて

の対象児は発達に問題がないと考えられる． 
対象児によって日齢でのバリエーション数に

ばらつきがあり，バリエーション数が収束するケ

ースもあれば，増加し続けるケースもみられた． 
運動発達の過程には 2 つの相，Primary と

Secondary，がある．Primary では，自発的な運動

によって求心性の情報を取り入れ，それに基づ

き神経系の探索的活動（形成）が促進される．

Primary から Secondary に移ると，行動や経験に

よって生み出された求心性情報を使い，シナプ

スの強度を修正し始め，状況に適した運動行動

を行うようになる．Greenough WT ら 10)によると，こ

の Primary から Secondary への移行時期は各動

作（機能特異）によって異なり，Secondary の相は

個人に特有の試行錯誤を伴った活動経験に基

図 4-2 
※グラフの縦線はずり這いから四つ這いへの移行時点を指す． 
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づくとされる．したがって，本研究でみられたハイ

ハイ動作におけるバリエーション数の多様な変化

は，運動発達における多様性，特に児の運動発

達が環境からの影響を強く受けている可能性が

示唆された． 
また，「ずり這いから四つ這い，歩行への移行

にはある一定のバリエーション数の獲得が必要

なのではないか」という仮説に対しては，これらの

移行時点におけるバリエーション数のいずれに

おいても規則性は見られなかった．このことから，

ハイハイ動作の移行期（ずり這いから四つ這い，

歩行）のバリエーション数においても多様性があ

ることが示された．また同時に，ハイハイ動作の

移行に必要な最低限のバリエーション数が存在

する可能性も示唆された．したがってずり這いか

ら四つ這い，歩行への移行に必要なバリエーシ

ョン数はそれぞれ 10（case20）,16（case20）に近い

値である可能性がある．一方で，case20 では歩

行への移行時のバリエーション数が最小値 16 を

示したにも関わらず，独歩獲得時の日齢は 392
日と平均値より小さい値を示した．このことから，

「ずり這いから四つ這い，歩行への移行にはある

一定のバリエーション数の獲得が必要」という仮

説は誤っている可能性もあり，明確な結論は得ら

れなかった． 
 

また case28 については，全ケース中で唯一ず

り這いのみを示し，独歩獲得時のバリエーション

数が最大値 40 を示した．またバリエーション数は

収束することなく独歩獲得に至っており，その移

行期も比較的早かった．これは case28 が，他ケ

ースに比べて早い時期にバリエーションを表出

する能力を発揮したが，そこから適切なバリエー

ションを選択する能力（Variability）に乏しかった

可能性があると考えられる．しかしこれはあくまで

推論であるため，今後は，これらの多様性が対象

児の将来的な運動発達にどう関係していくのか

を検証していく必要がある．そして本研究で示唆

された環境因子（住宅環境や家族構成など）の

重要性についても十分に配慮しつつ，今後も経

年的に追跡していく必要があると考える．また，

本研究では対象数が少なかったため，今後は対

象数の増加を図ることが必要である． 
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